
平成 29 年度 環境省請負業務

平成 29 年度 漂着ごみ対策総合検討業務 

報告書

平成 30 年 3 月

内外地図株式会社



 

 



1 

 

はじめに 
 
平成 21 年 7 月 15 日に「美しく豊かな自然を保護するための海岸における良好な景観

及び環境の保全に係る海岸漂着物等の処理等の推進に関する法律」が施行された。漂着ごみ

対策を適切に進めていくには、現在我が国の海岸に存在するごみの現存量・分布を把握する

必要がある。また、今後必要な発生源対策の検討、海域における海洋ごみの状態を把握する

ためには、漂着ごみの詳細な内訳を把握することが重要である。 
こうしたことを踏まえ、本業務は、全国的な漂着ごみの現存量・分布、漂着ごみの詳細な

内訳等を把握するため、地方公共団体、既存の民間団体が行った調査結果等を活用するとと

もに、我が国の漂着ごみの状況を把握する上で必要な地点において独自に漂着ごみのモニタ

リングを行うことにより、地理的・経年的な漂着ごみの状況把握を目的に行っている。また、

漂着ごみが海洋環境に与える影響を把握する目的で、微細化したプラスチック等の調査結果

も整理している。 
更に、これまで実施してきた原因究明事業の結果等を踏まえて、より効果的な発生抑制対

策を促進するため、全国の優良事例の情報収集・整理を行うとともに、独自に聞き取り調査

を行うことにより、発生抑制対策等に係る最新の情報及びその動向を整理している。 
 
本業務の実施に当たっては、学識経験者からなる「漂着ごみ対策総合検討会」を設置し、

事業実施の方針、技術的課題等についてご指導・ご助言をいただいた。本調査に多大な協力

を頂いた、検討員各位、海岸管理者、関係行政機関、NPO 法人、地域住民の方々に、深く

感謝申し上げます。 
 

平成 30 年 3 月 
内外地図株式会社 
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Ⅰ章 調査概要 

1. 調査の概要 
1.1 調査の目的 

本業務は、全国的な漂着ごみの量・分布、漂着ごみの詳細な内訳等を把握するため、地方公共団

体、既存の民間団体が行った調査結果等を活用するとともに、我が国の漂着ごみの状況を把握する

上で必要な地点において独自に漂着ごみのモニタリングを行うことにより、地理的・経年的な漂着

ごみの状況把握を行うことを目的とする。また、微細化したプラスチック等の漂着ごみが海洋環境

に与える影響を把握・整理する。 

更に、これまで実施してきた原因究明事業の結果等を踏まえて、より効果的な発生抑制対策を促

進するため、全国の優良事例の情報収集・整理を行うとともに、独自に聞き取り調査を行うことに

より、発生抑制対策等に係る最新の情報及びその動向を把握する。 

なお、以下で漂着ごみと表記した場合、漂着したごみ及び海岸において発生したごみを含む、海

岸に存在するごみを示すこととする。 

 

1.2 本調査の構成 

本調査の構成は、以下のとおりである 

Ⅰ章 調査概要 

Ⅱ章 漂着ごみの実態及び現状の取り組みに係る調査等 

1. 海岸漂着物処理推進法施状況調査等の実施 

2. 漂着ごみの回収実態調査等 

3. 全国の漂着量の推定 

4. 統計学的妥当性の検証 

5．海岸漂着物等の種類・組成等に係る調査（モニタリング） 

6. ボランティア団体から提供されるデータの整理・分析 

7. 漂着ごみ等生態系影響把握調査（マイクロプラスチックが吸着した有害物質の分析） 

8．数値シミュレーション 

9. 海岸漂着物対策専門家会議及び海岸漂着物対策推進会議で使用する資料の作成 

10. 地理情報システム（GIS）を用いた漂着ごみの回収・処理実績等のデータ化 

 Ⅲ章 発生抑制対策に係る調査等 

1. 漂着ごみ対策等に資する事例集等の作成 

2. 普及啓発活動 

Ⅳ章 3 か年の調査結果のまとめ 

1. 海岸漂着物等の種類・組成等に係る調査(モニタリング) 

2. マイクロプラスチックが吸着した有害物質の分析 

3. 普及啓発活動 

Ⅴ章 検討会及びワーキンググループの開催 

 

なお、調査の計画、実施、結果の検討は、前記検討会の指導・助言のもとに実施された。 
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Ⅱ章 漂着ごみの実態及び現状の取り組みに係る調査等 

1. 海岸漂着物処理推進法施行状況調査等の実施 
1.1  目的 

美しく豊かな自然を保護するための海岸における良好な景観及び環境の保全に係る海

岸漂着物等の処理等の推進に関する法律（平成 21 年法律第 82 号）（以下「海岸漂着物処

理推進法」という。）施行後の海岸漂着物対策に係る成果、課題等のとりまとめを行う。 
 

1.2  実施内容 
平成 28 年度末時点での全国 47 都道府県における海岸漂着物処理推進法の施行状況を

とりまとめた。とりまとめにあたっては、環境省による各都道府県に対する調査の結果

及び環境省提供の情報等を活用した。各都道府県に依頼したアンケート票を表Ⅱ.1-1 に、

そのうち、海岸漂着対策費に係る主要情報に関する質問票を表Ⅱ.1-2 に示した。 
なお、本調査は平成 29 年 7 月 15 日～平成 29 年 9 月 31 日に行った。また、調査の結

果は、本報告書のⅡ章「全国の漂着量の推定」等にも適宜活用した。 
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表Ⅱ.1-1 平成 29年度海岸漂着物処理推進法施行状況調査のアンケート票 

海岸漂着物処理推進法施行状況調査 

 

本調査は、平成28年度末時点における、管轄する市区町村の状況も含めて都道府県へのアン

ケート結果をとりまとめるものである。 

※本アンケートにおいて、補助金とは環境省の海岸漂着物等地域対策推進事業の補助金を指

す。 

※補助金を活用せずに実施した活動も記載対象である。 

 

問１ 海岸漂着物処理推進法に基づき、地域計画を策定していますか。(第十四条) 

 

① 策定済み → （策定時期  年度） 

② 策定中 → （策定予定時期  年度・未定） 

③ 未策定（策定予定あり） → （策定予定時期  年度・未定） 

④ 未策定（策定予定なし） → （理由：                  ） 

 

問２－１ 海岸漂着物対策推進協議会の設置状況についてご記入ください。(第十五条) 

 

① 組織済み     → （組織時期  年度） 

② 組織予定あり → （組織予定時期  年度・未定） 

③ 組織予定なし → （理由：                      ） 

④ 検討中 

 

問２－２ （問２－１で①または②と回答の方）海岸漂着物対策推進協議会の設置について、

条例の制定等、その設置根拠についてご記入下さい 

・ 設置根拠の有無→ （①有  ②無 ） 

・（上記で有と回答された方）具体的な設置根拠をお答え下さい。 

条例の制定、要綱の制定、その他（                       ） 

 

問２－３ （問２－１で①と回答の方）平成28年度に開催した協議会についてご記入くださ

い。  

・開催の有無 → （① 有（定期的・不定期）  ②無 ） 

・年間開催数 → 平成28年度開催数（  回） 

・協議会の構成員（複数回答有） 

都道府県の担当者、市区町村の担当者、国の関係機関担当者、学識経験者、業界団体、企

業、NPO/NGO法人、その他（                        ） 
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問２－４ （問２－１で①と回答の方）平成28年度に開催した海岸漂着物対策推進協議会に

おける協議事項についてご記入ください。  

（複数回答有） 

回収処理事業実績・計画報告、地域計画の策定・改訂、発生抑制（普及啓発など）、

調査研究、災害時対応（水害時に伴う大量の海岸漂着物の対応など）、 

その他 

 

 

問２－５ （問２－１で①と回答の方）海岸漂着物対策推進協議会において、設置時から平

成28年度末までに委員の改選はありましたか（①有 ②無） 

 

問３－１ 海岸漂着物対策活動推進員の委嘱状況についてご記入ください。(第十六条) 

 

① 委嘱済み   → （委嘱時期  年度・人数   人） 

② 委嘱予定あり → （予定時期  年度・未定） 

③ 委嘱予定なし → （理由：                                           ） 

④ 検討中 

 

問３－２ （問３－１で①と回答の方）委嘱について具体的にご記入ください。(第十六条) 

（例、NPO法人○○ 代表、××大学 准教授、 等） 

 

 

問３－３  （問３－１で①と回答の方）海岸漂着物対策活動推進員の具体的な活動内容につ

いてご記入ください。 

 

 

問３－４ （問３－１で①と回答の方）海岸漂着物対策活動推進員の、 

・推進協議会への参加の有無 → （①有 ②無）      

・推進員としての任期 → （ 年） 
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問４－１ 海岸漂着物対策活動推進団体の指定状況についてご記入ください。(第十六条) 

 

① 指定実績あり 

② 指定予定あり →（予定時期  年度・未定） 

③ 指定予定なし →（理由：                                             ） 

④ 検討中 

 

問４－２ （問４－１で①と回答の方）指定団体とそれぞれの指定された時期についてご記

入ください。 

（例、NPO法人○○…○年○月○日、学校法人××…○年○月○日、等） 

 

 

問４－３  （問４－１で①と回答の方）各指定団体の具体的な活動内容についてご記入くだ

さい。 

 （例、NPO法人○○…本NPO法人は、ボランティアによる海洋ごみの回収に～   

学校法人○○…本学校法人は、環境教育の一環として～） 

 

 

問４－４ （問４－１で①と回答の方） 

 

・指定団体の推進協議会への参加の有無 → （①有 ②無） 

・指定団体の期限 → （ 年） 

 

問５－１ 平成28年度において「海岸漂着物発生の状況及び原因に関する調査」を実施しま

したか。該当するものを〇で囲って下さい。(第二十二条) 

 

① 実施した 

② 実施していない 
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問５－２ （問５－１で①と回答の方）調査内容と調査結果の利用法についてご記入くださ

い。  

調査名 調査内容  調査時期 調査場所 

補助金

活用有無 

調査結果の用途 

        

 

  

         

 

  

        

 

  

 

問５－３ （問５－１で①と回答の方）調査結果を公開している場合は、URL・データなどあ

れば添付してください。  

 

問６ 平成28年度において実施した「ごみ等を捨てる行為の防止措置（措置の内容、対象）」

の実績（実施件数を含む）についてご記入ください。(第二十三条)  

 実施

有 

補助金

活用 

有 

活動主体 

都道

府県 

市区

町村 

両者 

パトロール等の監視活動 □ □ □ □ □ 

監視カメラの設置 □ □ □ □ □ 

看板・標識等の設置 □ □ □ □ □ 

啓発資材の作成・配付（ポスター・パネルを含む） □ □ □ □ □ 

広報誌や広報車を利用した認知活動 □ □ □ □ □ 

啓発のためのキャンペーン・イベント実施 □ □ □ □ □ 

条例の制定 □ □ □ □ □ 

清掃活動 □ □ □ □ □ 

業界団体との連携 □ □ □ □ □ 

不法投棄ホットラインの運用 □ □ □ □ □ 

その他不法投棄対策 □ □ □ □ □ 

（その他の不法投棄対策を実施と回答の方）対策を具体的に記入して下さい。 
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問７－１ 平成28年度において実施した「民間団体等との連携・活動に対する支援」の実績

（実施件数を含む）についてご記入ください。(第二十五条第一項)  

 実施

有 

補助金

活用 

有 

活動主体 

都道

府県 

市区

町村 

両方 

ボランティア活動との連携・支援 □ □ □ □ □ 

清掃イベントの開催 □ □ □ □ □ 

民間によるイベントの後援 □ □ □ □ □ 

交流会の開催 □ □ □ □ □ 

その他の活動 □ □ □ □ □ 

（その他の活動を実施と回答の方）活動内容を具体的に記入して下さい。 

 

 

問７－２ 平成28年度において、問7-1の際に実施した「安全配慮」の実績（実施件数を含む）

についてご記入ください。(第二十五条第二項) 

 実施

有 

補助金

活用 

有 

活動主体 

都道

府県 

市区

町村 

両方 

海岸漂着物等の取り扱いに関する指導（資料の作

成を含む） 

□ □ □ □ □ 

ボランティア活動に対する保険支援 □ □ □ □ □ 

海岸清掃マニュアルの策定・周知 □ □ □ □ □ 

その他の活動 □ □ □ □ □ 

（その他の活動を実施と回答の方）活動内容を具体的に記入して下さい。 

 

 

問７－３ 平成28年度において連携した民間団体等についてご記入ください。(第二十五条) 

（複数回答有） 

NPO/NGO団体、業界団体（漁業協同組合など）、企業、自治会/町内会、 

その他（                                 ） 
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問８  平成28年度において実施した「環境教育・普及啓発」の実績（実施件数を含む）につ

いてご記入ください。(第二十六条、二十七条) 

 実施

有 

補助金

活用 

有 

活動主体 

都道

府県 

市区

町村 

両方 

パンフレット・ポスター・パネルの作成・啓発素

材の配布等 

□ □ □ □ □ 

マスメディア（広報誌・ウェブサイトを含む）な

どによる啓発活動 

□ □ □ □ □ 

環境イベント・フォーラム・キャンペーン実施に

よる啓発活動 

□ □ □ □ □ 

ポスターや写真のコンテストの実施 □ □ □ □ □ 

清掃活動・クリーンアップ活動 □ □ □ □ □ 

研修会・講座等の実施 □ □ □ □ □ 

学校・企業による交流会の実施 □ □ □ □ □ 

関係団体による交流会の実施 □ □ □ □ □ 

他団体との連携 □ □ □ □ □ 

国際交流事業の実施 □ □ □ □ □ 

人材育成 □ □ □ □ □ 

その他の活動 □ □ □ □ □ 

（その他の活動を実施と回答の方）活動内容を具体的に記入して下さい。 
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問９－１  平成28年度において実施した「発生抑制対策」のうち、特に波及効果があったと

思われる上位３位の取り組みについてご記入ください。(第二十三条、二十六条、

二十七条) 

 上位3位

の実例 

補助金活用 

有 

パンフレット・ポスター・パネルの作成・啓発素材の配布

等 

□ □ 

マスメディア（広報誌・ウェブサイトを含む）などによる

啓発活動 

□ □ 

環境イベント・フォーラム・キャンペーン実施による啓発

活動 

□ □ 

ポスターや写真のコンテストの実施 □ □ 

清掃活動・クリーンアップ活動 □ □ 

研修会・講座等の実施 □ □ 

学校・企業による交流会の実施 □ □ 

関係団体による交流会の実施 □ □ 

他団体との連携 □ □ 

国際交流事業の実施 □ □ 

その他の対策 □ □ 

（その他の対策を選択の方）活動内容を具体的に記入して下さい。 

 

 

問９－２ 平成 28年度において発生抑制対策を実施した結果、得られた今後の検討課題につ

いてご記入ください。 

（どのような対策を実施して、どのような課題が見えてきたか） 

 

 

問１０－１ 平成28年度において海岸漂着物等の効率的な処理、再生利用、発生の原因の究

明等に取り組みましたか。該当するものを〇で囲って下さい。(第二十八条) 

 

① 取り組んだ 

② 取り組んでいない 
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問１０－２ 効率的な処理、再生利用、発生の原因の究明等に係る取り組みの概要・成果を

具体的にご記入ください。また、成果を公表している場合は、該当するウェブ

ページのURLをご記入ください。（問１０－１で①と回答の方） 

※なお、「都道府県事業」と「市町村事業（一部事務組合等を含む）」に分け

て記載して下さい。また、補助金を利用したものについては、項目名の末尾

に「H28補助金」と記載して下さい。 

効率的な処理  

再生利用  

発生の原因究明等  

 

問１１ 平成28年度における海岸漂着物対策（国庫補助事業以外の都道府県単独事業、市町

村単独事業等を含む）の概要について,別紙（エクセル）の表の分類に従い重複を避

けてご記入下さい。（第二十九条）※なお、上記事業には港湾管理者、漁港管理者

及び海岸管理者が実施する事業も含めてください。 

 

問１２ 海岸漂着物の回収時に漂着物として回収しないものがあれば記載して下さい。 

 

問１３ 各都道府県において、海岸漂着物対策に専任の担当を設けていますか。 

 

① 専任の担当者を設けている 

② 専任の担当者を設けず、兼務で行っている 

 

問１４－１ 平成28年度において海岸漂着物削減等のための内陸部での対策に取り組みまし

たか。該当するものを〇で囲って下さい。 

 

① 取り組んだ 

② 取り組んでいない 
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問１４－２ 海岸漂着物削減等のための内陸部での取り組みの概要・成果を具体的にご記入

ください。また、成果を公表している場合は、該当するウェブページのURLをご

記入ください。（問１４－１で①と回答の方） 

※なお、補助金を利用したものについては、項目名の末尾に「H28補助金」と記

載して下さい。 

 

問１５－１ 平成28年度においての広域的な連携による海岸漂着物削減等のため対策や調査

に取り組みましたか。該当するものを〇で囲って下さい。(第二十八条) 

 

① 取り組んだ 

② 取り組んでいない 

 

問１５－２ 広域的な連携による海岸漂着物削減等のため対策や調査に係る取り組みの概

要・成果を具体的にご記入ください。また、成果を公表している場合は、該当

するウェブページのURLをご記入ください。（問１５－１で①と回答の方） 

※なお、補助金を利用したものについては、項目名の末尾に「H28 補助金」と記

載して下さい。 

 

 

問１６ 補助金によって得られた具体的な効果についてご記入下さい。（複数回答有） 

□ 美しい海岸の維持 

□ 沿岸住居環境の改善 

□ 船舶航行への貢献 

□ 観光産業への貢献 

□ 漁業産業への貢献 

□ その他 

（その他と回答の方）具体的に記入して下さい。 
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問１７ 各都道府県において、海岸漂着物対策の推進にあたり課題、御提案及び御要望等あ

りましたら、ご記入ください。 

 

 

 

＜アンケートにご回答いただいた担当者様についてご記入ください。＞         

機関名、部局課  

ご連絡先 電話：     -  FAX 番号：    - 

メールアドレス  

ご担当者名  

 

以上で終了です。ご協力ありがとうございました。 
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表Ⅱ.1-2 海岸漂着対策費に係る主要情報に関する質問票 

 

  

合計 国庫負担

都道府県

負担

市区町村

負担

計画策定等

回収･処理

国庫 発生抑制

補助事業 直営 回収･処理

その他

回収･処理

発生抑制

回収･処理

発生抑制

都道府県 回収･処理

単独事業 発生抑制

回収･処理

発生抑制

回収･処理

国庫 発生抑制

補助事業 直営 回収･処理

その他

回収･処理

発生抑制

回収･処理

発生抑制

都道府県 回収･処理

補助事業 発生抑制

回収･処理

発生抑制

市区町村 回収･処理

単独事業 発生抑制

回収･処理

発生抑制

市

区

町

村

事

業

（

一

部

事

務

組

合

等

を

含

む

）

漂着物事業

災害事業

その他

民間団体補助

直営

（国庫補助

以外）

民間団体補助

直営

民間団体補助

回収量

（m3）

事業費（千円）

都

道

府

県

事

業

漂着物事業

災害事業

その他

民間団体補助

直営

民間団体補助

回収量（ｔ）

(問11 別紙）

海岸漂着物処理推進法施行状況調査

本調査は,平成28年末時点における,都道府県へのアンケート結果をとりまとめるものである。

　問１１－１　H28年度における海岸漂着物対策（国庫補助事業以外の都道府県単独事業、市区町村単独事業等を含む）に係る主要情報について,
以下の表の分類に従い重複を避けてご記入下さい。（第二十九条）

（ごみの回収量について、"t"と"㎥"の両方のデータがある場合は、"t"にて記入頂きますよう、よろしく御願いします。）

　なお、上記事業には港湾管理者、漁港管理者及び海岸管理者が実施する事業も含めてください。

注）「市区町村負担」には、一部事務組合の負担を含む。「漂着物事業」とは、「海岸漂着物等地域対策推進事業（環境省補助事業）」のことである。

備考01北海道

H28年度

清掃回数

又は事業

件数
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1.3  調査結果 
表Ⅱ.1-1 及び表Ⅱ.1-2 の回答をとりまとめて整理した。Ⅱ-13～Ⅱ-80 ページにそれを示

す。なお、とりまとめ結果に係る資料は、環境省が開催する海岸漂着物対策専門家会議及

び海岸漂着物対策推進会議（Ⅱ章 9.参照）において活用された。 

 

1.3.1 海岸漂着物処理推進法施行状況調査結果 
(1) 地域計画の策定状況及び策定予定時期について（法第 14 条関係） 

地域計画の策定状況及び策定予定時期について、表Ⅱ.1-3 及び図Ⅱ.1-1～図Ⅱ.1-3

に示した。 

地域計画の策定状況及び策定予定時期については、平成 28 年度に 2府県（大阪府、

広島県）が新たに計画を策定し、合計 37 都道府県が策定済みである。 

策定予定なしの理由は、岩手県、福島県が「震災及び放射性物質汚染廃棄物処理対

応中のため」、残り 8県が「海岸線を有していないため」と回答した。 

 

表Ⅱ.1-3 平成 28年度地域計画の策定状況 

策定状況 都道府県数 都道府県名 

策定済み 37 

平成 27 年度以前：北海道、青森県、宮城県、秋田県、 

山形県、茨城県、千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、

富山県、石川県、福井県、静岡県、愛知県、三重県、 

京都府、兵庫県、和歌山県、鳥取県、島根県、岡山県、

山口県、徳島県、香川県、愛媛県、高知県、福岡県、 

佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、

沖縄県 

平成 28 年度：大阪府、広島県 

策定中 0   

未策定 10 

策定予定なし：岩手県、福島県、栃木県、群馬県、 

埼玉県、山梨県、長野県、岐阜県、滋賀県、奈良県 

計 47   

 

 

図Ⅱ.1-1 平成 28年度の地域計画の策定状況（割合） 

37件

79%

10件

21%

地域計画の策定状況

策定済み

策定予定なし
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図Ⅱ.1-2 平成 28年度の地域計画の策定状況 

 

 

図Ⅱ.1-3 地域計画を策定した都道府県数の推移 
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(2)  海岸漂着物対策推進協議会について（法第 15 条関係） 

① 海岸漂着物対策推進協議会の組織状況 

海岸漂着物対策推進協議会の組織状況について、表Ⅱ.1-4 及び図Ⅱ.1-4～図Ⅱ.1-5 に

示した。 

協議会が組織済みである自治体は 23 道府県であり、全体の 49%であった。組織予定な

しとした 24 都府県のうち、7都県が「他の組織で対応している」と回答し、14 府県で「ニ

ーズが無い」「内陸県のため」等、協議会組織の必要性がないという主旨の回答が得ら

れた。この他、岩手県からは「本県の海岸の大部分において、東日本大震災津波に伴う

復旧・復興工事を実施中であることため」、福島県からは「震災及び放射性物質汚染廃

棄物処理対応中のため」という回答が得られた。 

 

表Ⅱ.1-4 海岸漂着物対策推進協議会の組織状況  

組織状況 都道府県数 都道府県名 

組織済み 23 

平成 27 年度以前：北海道、青森県、秋田県、山形県、 

千葉県、新潟県、富山県、石川県、愛知県、三重県、 

京都府、兵庫県、山口県、徳島県、香川県、福岡県、 

佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、鹿児島県、沖縄県 

平成 28 年度：愛媛県 

組織予定なし 24 

岩手県、福島県、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、 

福井県、山梨県、長野県、岐阜県、滋賀県、大阪府、 

奈良県、和歌山県、鳥取県、島根県、宮崎県 

（組織予定なしのうち、他の組織で対応している都県） 

宮城県、東京都、神奈川県、静岡県、岡山県、広島県、 

高知県 

計 47   

 

図Ⅱ.1-4  海岸漂着物対策推進協議会の組織状況（割合） 

23件

49%24件

51%

協議会の組織状況

組織済み

組織予定なし
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図Ⅱ.1-5 海岸漂着物対策推進協議会の組織状況 

 

  



II-17 
 

② 平成 28 年度に開催した協議会について 

(2)①において海岸漂着物対策推進協議会を組織済みと回答した道府県（23道府県）の

海岸漂着物対策推進協議会の開催状況及び開催回数について、表Ⅱ.1-5～表Ⅱ.1-6 及び

図Ⅱ.1-6～図Ⅱ.1-9 に示した。14道県で定期的な協議会を開催していた。開催回数は 1

回が最も多かった。 

 

表Ⅱ.1-5 海岸漂着物対策推進協議会の開催の有無 

年間開催時期 道府県数 道府県名 

①有（定期的） 14 

北海道、青森県、秋田県、山形県、富山県、三重県、

兵庫県、山口県、香川県、佐賀県、熊本県、大分県、

鹿児島県、沖縄県 

②有（不定期） 3 千葉県、愛媛県、長崎県 

③無 6 新潟県、石川県、愛知県、京都府、徳島県、福岡県 

計 23   

 

表Ⅱ.1-6 海岸漂着物対策推進協議会の開催数 

開催数 道県数 道県名 

1 回 12 

北海道、青森県、秋田県、千葉県、富山県、三重県、

山口県、香川県、佐賀県、長崎県、熊本県、 

鹿児島県 

2 回 4 山形県、兵庫県、愛媛県、沖縄県 

9 回 1 大分県 

計 17   

 

 

図Ⅱ.1-6 海岸漂着物対策推進協議会の開催の有無（割合） 

14件

61%3件

13%

6件

26%

平成28年度 協議会開催の有無

有(定期開催)
有(不定期開催)
開催なし
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図Ⅱ.1-7 海岸漂着物対策推進協議会の開催の有無 

 

 

図Ⅱ.1-8 平成 28年度海岸漂着物対策推進協議会開催回数（割合） 
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図Ⅱ.1-9 平成 28年度海岸漂着物対策推進協議会開催回数 
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③ 海岸漂着物対策推進協議会の主な構成員 

(2)①において海岸漂着物対策推進協議会を組織済みと回答した 23 道府県の海岸漂着

物対策推進協議会の主な構成について、表Ⅱ.1-7 及び図Ⅱ.1-10 に示した。 

協議会の構成員は、「都道府県の関係担当者」が 17道県と最も多かった。また、「NPO/NGO

法人」などの民間団体と連携がされているのはおよそ半数の 12道県であった。 

 

表Ⅱ.1-7 協議会の構成（複数回答有） 

構成 道府県数 道府県名 

都道府県の 

関係担当者 

17 

北海道、青森県、秋田県、山形県、千葉県、富山県、三重県、 

兵庫県、山口県、香川県、愛媛県、佐賀県、長崎県、熊本県、 

大分県、鹿児島県、沖縄県 

国の関係 

担当者 

16 

北海道、青森県、秋田県、山形県、千葉県、富山県、三重県、 

山口県、香川県、愛媛県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、 

鹿児島県、沖縄県 

市町村の 

関係担当者 

15 

青森県、秋田県、山形県、千葉県、富山県、三重県、兵庫県、 

山口県、香川県、愛媛県、佐賀県、長崎県、熊本県、鹿児島県、 

沖縄県 

業界団体 13 

北海道、青森県、山形県、千葉県、富山県、三重県、山口県、 

香川県、愛媛県、長崎県、熊本県、鹿児島県、沖縄県 

NPO/NGO 法人 12 

北海道、青森県、秋田県、山形県、千葉県、富山県、三重県、 

兵庫県、長崎県、熊本県、鹿児島県、沖縄県 

学識経験者 10 

青森県、山形県、千葉県、富山県、山口県、愛媛県、長崎県、 

熊本県、鹿児島県、沖縄県 

企業 1 山形県 

その他の 

団体 

9 

北海道、秋田県、千葉県、富山県、京都府、兵庫県、愛媛県、 

佐賀県、大分県 

 

図Ⅱ.1-10 協議会の構成（複数回答有）  

9
1
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④ 海岸漂着物対策推進協議会における協議事項 

(2)①において海岸漂着物対策推進協議会を組織済みと回答した 23 道府県の海岸漂着

物対策推進協議会の協議事項について、表Ⅱ.1-8 及び図Ⅱ.1-11 に示した。 

協議事項としては「回収処理事業実績・計画報告等」が 14 道県と最も多く、次いで「発

生抑制（普及啓発など）」という回答が多かった。 

 

表Ⅱ.1-8 協議会における協議事項（複数回答有） 

協議事項 道府県数 道府県名 

回収処理事業実績・ 

計画報告 

14 

北海道、青森県、秋田県、山形県、富山県、 

兵庫県、山口県、香川県、佐賀県、長崎県、 

熊本県、大分県、鹿児島県、沖縄県 

発生抑制（普及啓発など） 12 

北海道、青森県、秋田県、山形県、富山県、 

兵庫県、山口県、香川県、長崎県、熊本県、 

鹿児島県、沖縄県 

地域計画の策定・改訂 6 

千葉県、香川県、愛媛県、佐賀県、熊本県、 

鹿児島県 

調査研究 3 山形県、香川県、沖縄県 

災害時対応（水害時に伴

う大量の海岸漂着物の対

応など） 

2 

北海道、大分県 

その他 5 北海道、秋田県、神奈川県、京都府、大分県 

 

 

図Ⅱ.1-11 協議会における協議事項（複数回答有） 
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⑤ 海岸漂着物対策推進協議会の設置根拠 

海岸漂着物対策推進協議会の設置根拠（条例の制定等）の有無について、表Ⅱ.1-9～

表Ⅱ.1-11 及び図Ⅱ.1-12～図Ⅱ.1-13 に示した。海岸漂着物対策推進協議会に対して設

置根拠が設けられているのは 22 道府県であった。 

 

表Ⅱ.1-9 協議会の設置根拠の有無 

設置根拠 都道府県数 都道府県名 

根拠あり 22 

北海道、青森県、秋田県、山形県、千葉県、新潟県、 

富山県、石川県、愛知県、京都府、兵庫県、山口県、 

徳島県、香川県、愛媛県、福岡県、佐賀県、長崎県、 

熊本県、大分県、鹿児島県、沖縄県 

根拠なし 25 

組織あり： 三重県 

組織なし：岩手県、宮城県、福島県、茨城県、栃木県、 

群馬県、埼玉県、東京都、神奈川県、福井県、山梨県、

長野県、岐阜県、静岡県、滋賀県、大阪府、奈良県、 

和歌山県、鳥取県、島根県、岡山県、広島県、高知県、

宮崎県 

計 47  

 

 

図Ⅱ.1-12 協議会の設置根拠の有無（割合） 
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表Ⅱ.1-10 具体的な設置根拠 

具体的な設置根拠 道県数 道府県名 

要綱の制定 21 

北海道、青森県、秋田県、千葉県、新潟県、 

富山県、石川県、愛知県、京都府、兵庫県、 

山口県、徳島県、香川県、愛媛県、福岡県、 

佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、鹿児島県、

沖縄県 

その他 1 山形県 

計 22  

 

 

図Ⅱ.1-13 具体的な設置根拠（複数回答有） 

 

表Ⅱ.1-11 設置根拠その他の具体的な内容 

県名 設置根拠その他の具体的な内容 

山形県 山形県海岸漂着物対策推進協議会の規約 

1

21 

0 10 20

その他

要綱の制定

具体的な設置根拠
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⑥ 海岸漂着物対策推進協議会における委員の改選 

 (2)①において海岸漂着物対策推進協議会を組織済みと回答した 23道府県の海岸漂着

物対策推進協議会における、組織時から平成 28年度末までの委員の改選の有無を表

Ⅱ.1-12 及び図Ⅱ.1-14 に示した。改選があるのは 23 道府県のうち 14道県であった。 

 

表Ⅱ.1-12 協議会における委員改選の有無 

委員改選 道府県数 道府県名 

改選あり 14 

北海道、青森県、秋田県、千葉県、富山県、愛知県、 

兵庫県、徳島県、香川県、長崎県、熊本県、大分県、 

鹿児島県、沖縄県 

協議会は組織済み

だが改選はない 

9 

山形県、新潟県、石川県、三重県、京都府、山口県、 

愛媛県、福岡県、佐賀県 

計 23  

 

 

図Ⅱ.1-14 協議会における委員改選の有無（割合） 
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(3)  海岸漂着物対策活動推進員の委嘱状況（法第 16条第 1項） 

海岸漂着物対策活動推進員の委嘱状況について、表Ⅱ.1-13～表Ⅱ.1-14 及び図Ⅱ.1-15

～図Ⅱ.1-16 に示した。海岸漂着物対策活動推進員を委嘱済みと回答した都道府県はなく、

14 県が検討中と回答した。委嘱予定なしの理由としては、33 都道府県中 13 道県が「既

存の取り組みがあるため」と回答している。次に多い回答は「内陸県であるため」が 8

県であった。 

 

表Ⅱ.1-13 海岸漂着物対策活動推進員の委嘱状況 

委嘱状況 都道府県数 都道府県名 

委嘱済み 0   

委嘱予定 

あり 

0   

検討中 14 

千葉県、新潟県、富山県、三重県、兵庫県、島根県、山口県、 

徳島県、香川県、愛媛県、高知県、長崎県、鹿児島県、沖縄県 

委嘱予定 

なし 

33 

北海道、青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、 

茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、東京都、神奈川県、石川県、

福井県、山梨県、長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、滋賀県、 

京都府、大阪府、奈良県、和歌山県、鳥取県、岡山県、広島県、

福岡県、佐賀県、熊本県、大分県、宮崎県 

  47   

 

 

図Ⅱ.1-15 海岸漂着物対策活動推進員の委嘱状況（割合） 
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表Ⅱ.1-14 海岸漂着物対策活動推進員の委嘱予定のない理由 

委嘱予定のない理由 都道府県数 都道府県名 

既存の取り組みがあるため 11 

北海道、山形県、神奈川県、石川県、 

福井県、愛知県、和歌山県、鳥取県、 

広島県、福岡県、大分県 

内陸県であるため 8 

栃木県、群馬県、埼玉県、山梨県、 

長野県、岐阜県、滋賀県、奈良県 

必要性が無い 8 

青森県、宮城県、秋田県、茨城県、京都府、

大阪府、佐賀県、熊本県 

震災及び放射性物質汚染廃棄

物処理対応中のため 

2 岩手県、福島県 

今後検討 1 岡山県 

推進員制度の活用予定がない 1 静岡県 

具体的な適任者がいないため 1 東京都 

効果が不明 1 宮崎県 

計 33   

 

 

図Ⅱ.1-16 海岸漂着物対策活動推進員の委嘱予定のない理由 
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(4)  海岸漂着物対策活動推進団体の指定状況（法第 16条第 2項） 

海岸漂着物対策活動推進団体の指定状況について、表Ⅱ.1-15～表Ⅱ.1-16 及び図

Ⅱ.1-17～図Ⅱ.1-18 に示した。 

海岸漂着物対策活動推進団体の指定については、14 県が検討中、33都道府県が指定予

定なしと回答した。指定予定なしの理由としては、33 都道府県中 10 道県が「既存の取り

組みがあるため」と回答している。次に多い回答は「内陸県であるため」が 8 県であっ

た。 

 

表Ⅱ.1-15 海岸漂着物対策活動推団体の指定状況 

指定状況 都道府県数 都道府県名 

指定実績あり 0   

指定予定あり 0   

指定予定なし 33 

北海道、青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、 

福島県、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、東京都、 

神奈川県、石川県、福井県、山梨県、長野県、岐阜県、

静岡県、愛知県、滋賀県、京都府、大阪府、奈良県、 

和歌山県、鳥取県、岡山県、広島県、福岡県、佐賀県、

熊本県、大分県、宮崎県 

検討中 14 

千葉県、新潟県、富山県、三重県、兵庫県、島根県、 

山口県、徳島県、香川県、愛媛県、高知県、長崎県、 

鹿児島県、沖縄県 

計 47   

 

 

図Ⅱ.1-17 海岸漂着物対策活動推団体の指定状況（割合） 
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表Ⅱ.1-16 海岸漂着物対策活動団体の指定予定のない理由 

指定予定のない理由 都道府県数 都道府県名 

既存の取り組みがあるため 10 

北海道、神奈川県、石川県、福井県、

愛知県、和歌山県、鳥取県、広島県、

福岡県、大分県 

内陸県であるため 8 

栃木県、群馬県、埼玉県、山梨県、 

長野県、岐阜県、滋賀県、奈良県 

必要性が無い 8 

青森県、宮城県、秋田県、茨城県、 

静岡県、京都府、大阪府、佐賀県 

震災及び放射性物質汚染廃棄物

処理対応中のため 

2 岩手県、福島県 

今後検討 2 岡山県、熊本県 

具体的な適任者がいないため 2 山形県、東京都 

効果が不明 1 宮崎県 

計 33   

 

 

図Ⅱ.1-18 海岸漂着物対策活動団体の指定予定のない理由  
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(5)  海岸漂着物発生の状況及び原因に関する調査の実施状況（法第 22 条） 

① 調査実施状況 

海岸漂着物発生の状況及び原因に関する調査の実施状況について、表Ⅱ.1-17 及び図

Ⅱ.1-19 に示した。平成 28 年度は 14 府県（30％）が調査を実施していた。 

 

表Ⅱ.1-17 海岸漂着物発生の状況及び原因に関する調査の実施状況 

実施状況 都道府県数 都道府県名 

実施した 14 

宮城県、山形県、神奈川県、石川県、三重県、京都府、

鳥取県、島根県、広島県、山口県、香川県、長崎県、 

鹿児島県、沖縄県 

実施していない 33 

北海道、青森県、岩手県、秋田県、福島県、茨城県、 

栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、新潟県、 

富山県、福井県、山梨県、長野県、岐阜県、静岡県、 

愛知県、滋賀県、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県、

岡山県、徳島県、愛媛県、高知県、福岡県、佐賀県、 

熊本県、大分県、宮崎県 

計 47  

 

 

図Ⅱ.1-19 海岸漂着物発生の状況及び原因に関する調査の実施状況（割合） 
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② 調査内容 

「海岸漂着物発生の状況及び原因に関する調査を実施した」と回答した 14府県の主な

調査内容を表Ⅱ.1-18 及び図Ⅱ.1-20 に示した。 

調査の内容としては種類別・個数別等の詳細の調査が最も多く行われていた。この他、

香川県では河川ごみの状況調査や、GPSを使用したごみの流出経路の実測を行っていた。 

 

表Ⅱ.1-18 主な調査内容（14府県回答、複数回答有） 

調査内容 府県数 府県名 

種類別個数別等詳細調査 9 

山形県、神奈川県、石川県、京都府、 

鳥取県、島根県、山口県、長崎県、 

沖縄県 

漂着物の状況調査 4 宮城県、広島県、香川県、鹿児島県 

国別調査 4 石川県、山口県、長崎県、沖縄県 

河川ごみの状況調査 1 香川県 

モニタリング調査結果の解析 1 三重県 

GPS を使用したごみの流出経路の実測 1 香川県 

 

 

図Ⅱ.1-20 主な調査内容（14府県回答、複数回答有） 
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漂着物の状況調査

種類別個数別等詳細調査

主な調査内容（14府県回答、複数回答有）
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③ 活用方法 

「海岸漂着物発生の状況及び原因に関する調査を実施した」と回答した 14府県の主な

調査結果の活用方法を表Ⅱ.1-19 及び図Ⅱ.1-21 に示した。 

協議会等での公表や基礎資料といった回答が多い中、山形県では回収処理対策の効果

検証、香川県及び沖縄県では普及啓発用資料として活用したという回答があった。 

 

表Ⅱ.1-19 主な活用方法（14府県回答、複数回答有） 

 

  

図Ⅱ.1-21 主な活用方法（14府県回答、複数回答有） 
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回収処理対策の効果検証

美化啓発事業の基礎資料

事業対象場所の選定

地域住民等への啓発

計画策定の基礎資料

海岸清掃事業の基礎資料

発生抑制対策の基礎資料

普及啓発用資料

海岸漂着物対策の基礎資料

協議会等での公表

主な結果の活用方法（府県数、複数回答有）

活用方法 府県数 府県名 

協議会等での公表 4 石川県、京都府、島根県、山口県 

海岸漂着物対策の基礎資料 3 石川県、三重県、沖縄県 

普及啓発用資料 2 香川県、沖縄県 

発生抑制対策の基礎資料 2 鳥取県、長崎県 

海岸清掃事業の基礎資料 2 神奈川県、鹿児島県 

計画策定の基礎資料 2 宮城県、広島県 

地域住民の啓発 1 長崎県 

事業対象場所の選定 1 香川県 

美化啓発事業 1 神奈川県 

回収処理対策の効果検証 1 山形県 
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(6)  ごみ等を捨てる行為の防止措置（法第 23 条） 

都道府県等が取り組むごみ等を捨てる行為の防止措置の主な実例について表Ⅱ.1-20

～表Ⅱ.1-22 及び図Ⅱ.1-22～図Ⅱ.1-24 に示した。なお、都道府県等が行っている事業

のうち、国の補助金事業を利用したものについては、図中に「平成 28 年度補助金」と記

載した。国の補助金事業を利用した事業以外については「補助金事業以外」と記載した。 

全事業の合計件数で最も多かったのは「パトロールなどの監視活動」であった。 

補助金事業の実例として目立ったものは、「清掃活動」や「啓発資材の作成・配布」、

「啓発のためのキャンペーン・イベント実施」であり、短期的に行えるものが目立った。 

補助金事業以外で都道府県が行っているものとしては、「パトロール等の監視活動」、

「看板・標識等の設置」、「広報誌や広報車を利用した認知活動」、「監視カメラの設

置」であった。不法投棄防止のための監視は、長期間にわたる継続的な活動が求められ

ることから、都道府県として予算措置が行われているケースが多いと考えられる。 

 

表Ⅱ.1-20 ごみ等を捨てる行為の防止措置の主な実例(全事業の合計件数、選択式、複数

回答有) 

実例 都道府県数 都道府県名 

パトロール等の

監視活動 

44 

北海道、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、茨城県、栃木県、 

群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、富山県、石川県、

福井県、山梨県、長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県、滋賀県、 

京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県、鳥取県、島根県、岡山県、

広島県、山口県、徳島県、香川県、福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、 

大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県 

清掃活動 43 

北海道、青森県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、茨城県、栃木県、 

群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、富山県、福井県、

山梨県、長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県、滋賀県、京都府、 

大阪府、兵庫県、奈良県、鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県、 

徳島県、香川県、愛媛県、福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、 

宮崎県、鹿児島県、沖縄県 

啓発資材の作

成・配付（ポス

ター・パネルを

含む） 

38 

北海道、青森県、宮城県、秋田県、福島県、茨城県、栃木県、群馬県、 

埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、富山県、福井県、山梨県、

長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県、京都府、兵庫県、奈良県、 

和歌山県、島根県、岡山県、広島県、山口県、徳島県、香川県、福岡県、

佐賀県、長崎県、熊本県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県 

啓発のためのキ

ャンペーン・イ

ベント実施 

37 

北海道、秋田県、山形県、福島県、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、 

千葉県、神奈川県、新潟県、富山県、石川県、福井県、山梨県、長野県、

岐阜県、静岡県、愛知県、三重県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、

鳥取県、岡山県、広島県、山口県、徳島県、香川県、福岡県、佐賀県、

長崎県、熊本県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県 

業界団体との連

携 

36 

北海道、宮城県、秋田県、山形県、福島県、茨城県、栃木県、群馬県、 

埼玉県、千葉県、神奈川県、新潟県、富山県、石川県、福井県、山梨県、

長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県、京都府、兵庫県、奈良県、 

鳥取県、島根県、岡山県、山口県、徳島県、香川県、福岡県、長崎県、 

熊本県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県 
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実例 都道府県数 都道府県名 

看板・標識等の

設置 

35 

北海道、宮城県、山形県、福島県、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、 

千葉県、神奈川県、新潟県、富山県、福井県、山梨県、長野県、岐阜県、

静岡県、三重県、京都府、兵庫県、奈良県、和歌山県、鳥取県、島根県、

広島県、山口県、徳島県、香川県、高知県、福岡県、長崎県、熊本県、 

宮崎県、鹿児島県、沖縄県 

広報誌や広報車

を利用した認知

活動 

34 

北海道、宮城県、山形県、福島県、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、 

千葉県、神奈川県、新潟県、富山県、福井県、山梨県、長野県、岐阜県、

静岡県、三重県、滋賀県、京都府、兵庫県、奈良県、島根県、岡山県、 

広島県、山口県、徳島県、香川県、福岡県、佐賀県、長崎県、宮崎県、 

鹿児島県、沖縄県 

監視カメラの設

置 

28 

北海道、宮城県、秋田県、山形県、福島県、茨城県、栃木県、群馬県、 

埼玉県、千葉県、神奈川県、新潟県、富山県、福井県、長野県、岐阜県、

静岡県、京都府、奈良県、和歌山県、島根県、広島県、山口県、徳島県、

香川県、福岡県、熊本県、沖縄県 

不法投棄ホット

ラインの運用 

27 

北海道、山形県、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、神奈川県、

新潟県、富山県、石川県、山梨県、長野県、岐阜県、静岡県、三重県、 

滋賀県、奈良県、鳥取県、岡山県、広島県、山口県、徳島県、長崎県、 

大分県、宮崎県、鹿児島県 

条例の制定 20 

北海道、宮城県、山形県、福島県、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、 

千葉県、神奈川県、新潟県、長野県、岐阜県、三重県、京都府、兵庫県、

島根県、香川県、福岡県、沖縄県 

その他不法投棄

対策 

18 

北海道、山形県、福島県、茨城県、栃木県、埼玉県、千葉県、神奈川県、

新潟県、石川県、長野県、岐阜県、静岡県、大阪府、鳥取県、岡山県、 

香川県、宮崎県 
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図Ⅱ.1-22 ごみ等を捨てる行為の防止措置の主な実例(全事業の合計件数、選択式、複数

回答有) 
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ごみ等を捨てる行為の防止措置の主な実例

（都道府県数、全事業の合計件数、選択式、複数回答有）
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表Ⅱ.1-21 ごみ等を捨てる行為の防止措置の主な実例(平成 28 年度補助金、選択式、複数

回答有) 

実例(補助金事業) 都道府県数 都道府県名 

清掃活動 21 

北海道、青森県、千葉県、富山県、福井県、愛知県、 

三重県、京都府、兵庫県、島根県、岡山県、広島県、 

山口県、徳島県、香川県、愛媛県、福岡県、長崎県、 

熊本県、鹿児島県、沖縄県 

啓発資材の作成・配

付 

（ポスター・パネル

を含む） 

18 

青森県、秋田県、千葉県、東京都、神奈川県、静岡県、

愛知県、三重県、兵庫県、和歌山県、岡山県、山口県、

徳島県、福岡県、長崎県、熊本県、宮崎県、鹿児島県 

啓発のためのキャ

ンペーン 

・イベント実施 

18 

北海道、秋田県、千葉県、新潟県、富山県、愛知県、 

三重県、京都府、兵庫県、岡山県、広島県、山口県、 

徳島県、香川県、福岡県、長崎県、熊本県、鹿児島県 

業界団体との連携 11 

秋田県、愛知県、三重県、京都府、兵庫県、岡山県、 

徳島県、福岡県、長崎県、熊本県、沖縄県 

パトロール等の監

視活動 

8 

新潟県、愛知県、三重県、佐賀県、長崎県、熊本県、 

鹿児島県、沖縄県 

看板・標識等の設置 5 三重県、高知県、長崎県、熊本県、鹿児島県 

広報誌や広報車を

利用した認知活動 

4 三重県、香川県、長崎県、鹿児島県 

監視カメラの設置 1 熊本県 

条例の制定 1 三重県 

その他不法投棄対

策 

2 岡山県、香川県 
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図Ⅱ.1-23 ごみ等を捨てる行為の防止措置の主な実例(平成 28 年度補助金、複数回答有) 
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ごみ等を捨てる行為の防止措置の実例

（都道府県数、平成28年度補助金、選択式、複数回答有）
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表Ⅱ.1-22 ごみ等を捨てる行為の防止措置の主な実例(補助金事業以外、選択式、複数回

答有) 

実例 

(補助金活用以外) 

都道府県数 都道府県名 

パトロール等の監視活動 36 

北海道、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、茨城県、 

栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、富山県、

石川県、福井県、山梨県、長野県、岐阜県、静岡県、滋賀県、 

京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県、鳥取県、島根県、

岡山県、広島県、山口県、徳島県、香川県、福岡県、大分県、 

宮崎県 

看板・標識等の設置 30 

北海道、宮城県、山形県、福島県、茨城県、栃木県、群馬県、 

埼玉県、千葉県、神奈川県、新潟県、富山県、福井県、山梨県、

長野県、岐阜県、静岡県、京都府、兵庫県、奈良県、和歌山県、

鳥取県、島根県、広島県、山口県、徳島県、香川県、福岡県、 

宮崎県、沖縄県 

広報誌や広報車を利用した

認知活動 

30 

北海道、宮城県、山形県、福島県、茨城県、栃木県、群馬県、 

埼玉県、千葉県、神奈川県、新潟県、富山県、福井県、山梨県、

長野県、岐阜県、静岡県、滋賀県、京都府、兵庫県、奈良県、 

島根県、岡山県、広島県、山口県、徳島県、福岡県、佐賀県、 

宮崎県、沖縄県 

監視カメラの設置 27 

北海道、宮城県、秋田県、山形県、福島県、茨城県、栃木県、 

群馬県、埼玉県、千葉県、神奈川県、新潟県、富山県、福井県、

長野県、岐阜県、静岡県、京都府、奈良県、和歌山県、島根県、

広島県、山口県、徳島県、香川県、福岡県、沖縄県 

不法投棄ホットラインの運

用 

27 

北海道、山形県、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、 

神奈川県、新潟県、富山県、石川県、山梨県、長野県、岐阜県、

静岡県、三重県、滋賀県、奈良県、鳥取県、岡山県、広島県、 

山口県、徳島県、長崎県、大分県、宮崎県、鹿児島県 

業界団体との連携 25 

北海道、宮城県、山形県、福島県、茨城県、栃木県、群馬県、 

埼玉県、千葉県、神奈川県、新潟県、富山県、石川県、福井県、

山梨県、長野県、岐阜県、静岡県、奈良県、鳥取県、島根県、 

山口県、香川県、宮崎県、鹿児島県 

清掃活動 22 

宮城県、秋田県、山形県、福島県、茨城県、栃木県、群馬県、 

埼玉県、東京都、神奈川県、新潟県、山梨県、長野県、岐阜県、

静岡県、滋賀県、大阪府、奈良県、鳥取県、佐賀県、大分県、 

宮崎県 

啓発資材の作成・配付 

（ポスター・パネルを含む） 

20 

北海道、宮城県、福島県、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、 

新潟県、富山県、福井県、山梨県、長野県、岐阜県、京都府、 

奈良県、島根県、広島県、香川県、佐賀県、沖縄県 

条例の制定 19 

北海道、宮城県、山形県、福島県、茨城県、栃木県、群馬県、 

埼玉県、千葉県、神奈川県、新潟県、長野県、岐阜県、京都府、

兵庫県、島根県、香川県、福岡県、沖縄県 

啓発のためのキャンペーン 

・イベント実施 

18 

山形県、福島県、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、神奈川県、

福井県、山梨県、長野県、岐阜県、静岡県、大阪府、奈良県、 

鳥取県、佐賀県、宮崎県、沖縄県 

その他不法投棄対策 16 

北海道、山形県、福島県、茨城県、栃木県、埼玉県、千葉県、 

神奈川県、新潟県、石川県、長野県、岐阜県、静岡県、大阪府、

鳥取県、宮崎県 
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図Ⅱ.1-24 ごみ等を捨てる行為の防止措置の主な実例(補助金事業以外、選択式、複数回

答有) 
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(7)  民間団体との連携、活動に対する支援の例及びその際の安全性確保のための配慮の

実例（法第 25条第 1項及び第 2項） 

① 連携・活動に対する支援の実例 

民間団体との連携・活動に体する支援の実例について表Ⅱ.1-23～表Ⅱ.1-25 及び図

Ⅱ.1-25～図Ⅱ.1-27 に示した。なお、都道府県等が行っている事業のうち、国の補助金

事業を利用したものについては、図中に「平成 28年度補助金」と記載した。補助金事業

以外については「補助金事業以外」と記載した。 

補助金事業と補助金事業以外活動内容で大きな差は見られなかった。『その他の活動』

の回答としては、補助金を利用したものとして、東京都が実施している海ごみ普及啓発

ショートムービーの作成や夏休み多摩川教室環境学習会、補助金事業以外としては、富

山県が実施している「海辺の漂着物調査」の実施などがあった。 

 

表Ⅱ.1-23 活動に対する支援の実例(全事業の合計件数、選択式、複数回答有) 

実例（平成28年度全体） 都道府県数 都道府県名 

ボランティア活動との

連携・支援 

34 

北海道、青森県、宮城県、秋田県、福島県、茨城県、

千葉県、神奈川県、新潟県、富山県、石川県、 

福井県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県、京都府、

大阪府、兵庫県、和歌山県、島根県、岡山県、 

広島県、山口県、徳島県、香川県、高知県、福岡県、

長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、 

沖縄県 

清掃イベントの開催 31 

北海道、青森県、宮城県、山形県、福島県、茨城県、

千葉県、神奈川県、新潟県、富山県、石川県、 

福井県、岐阜県、静岡県、三重県、京都府、大阪府、

兵庫県、島根県、岡山県、広島県、山口県、徳島県、

香川県、福岡県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、

鹿児島県、沖縄県 

民間によるイベントの

後援 

19 

宮城県、福島県、千葉県、神奈川県、富山県、 

石川県、岐阜県、静岡県、三重県、京都府、兵庫県、

島根県、岡山県、広島県、香川県、福岡県、長崎県、

鹿児島県、沖縄県 

交流会の開催 9 

神奈川県、富山県、三重県、京都府、大阪府、 

岡山県、香川県、長崎県、沖縄県 

その他の活動 8 

北海道、千葉県、東京都、富山県、石川県、香川県、

福岡県、鹿児島県 
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図Ⅱ.1-25 連携・活動に対する支援の実例(全事業の合計件数、選択式、複数回答有) 
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表Ⅱ.1-24 連携・活動に対する支援の実例(平成 28 年度補助金、選択式、複数回答有) 

実例(平成28年度補助金) 都道府県数 都道府県名 

ボランティア活動との連携・ 

支援 

21 

北海道、青森県、秋田県、茨城県、富山県、

福井県、愛知県、三重県、京都府、兵庫県、

和歌山県、島根県、岡山県、山口県、 

徳島県、香川県、高知県、長崎県、熊本県、

鹿児島県、沖縄県 

清掃イベントの開催 21 

北海道、青森県、山形県、茨城県、千葉県、

富山県、福井県、静岡県、三重県、京都府、

兵庫県、岡山県、広島県、山口県、徳島県、

香川県、福岡県、長崎県、熊本県、大分県、

鹿児島県 

民間によるイベントの後援 5 京都府、兵庫県、岡山県、香川県、長崎県 

交流会の開催 4 岡山県、香川県、長崎県、沖縄県 

その他の活動 4 北海道、東京都、香川県、鹿児島県 

 

 

図Ⅱ.1-26 連携・活動に対する支援の実例(平成 28 年度補助金、選択式、複数回答有) 
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表Ⅱ.1-25 連携・活動に対する支援の実例(補助金事業以外、選択式、複数回答有) 

実例(補助金事業以外) 府県数 府県名 

民間によるイベントの後援 14 

宮城県、福島県、千葉県、神奈川県、富山県、

石川県、岐阜県、静岡県、三重県、島根県、

広島県、福岡県、鹿児島県、沖縄県 

ボランティア活動との連

携・支援 

13 

宮城県、福島県、千葉県、神奈川県、新潟県、

石川県、岐阜県、静岡県、大阪府、広島県、

福岡県、大分県、宮崎県 

清掃イベントの開催 10 

宮城県、福島県、神奈川県、新潟県、石川県、

岐阜県、大阪府、島根県、宮崎県、沖縄県 

交流会の開催 5 神奈川県、富山県、三重県、京都府、大阪府 

その他の活動 4 千葉県、富山県、石川県、福岡県 

 

 

図Ⅱ.1-27 連携・活動に対する支援の実例(補助金事業以外、選択式、複数回答有) 
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② 安全配慮の実例 

安全配慮の実例について、表Ⅱ.1-26～表Ⅱ.1-28 及び図Ⅱ.1-28～図Ⅱ.1-30 に示した。

なお、都道府県等が行っている事業のうち、国の補助金事業を利用したものについては、

図中に「平成 28 年度補助金」と記載した。国の補助金事業を利用した事業以外について

は「補助金事業以外」と記載した。 

安全配慮の実例としては、「ボランティア活動に対する保険支援」と答えた県が最も

多くなっていた。その他の活動としては、神奈川県が津波発生時等の行動案内をホーム

ページで掲示、福岡県が適正な排出指導及び状況確認等の回答を行っていた。 

 

表Ⅱ.1-26 安全配慮の実例（全事業の合計件数、選択式、複数回答有） 

実例 府県数 府県名 

ボランティア活動に対する

保険支援 

19 

青森県、宮城県、山形県、福島県、茨城県、 

千葉県、福井県、岐阜県、静岡県、三重県、 

兵庫県、和歌山県、広島県、徳島県、香川県、

福岡県、長崎県、大分県、鹿児島県 

海岸漂着物等の取り扱いに

関する指導（資料の作成を含

む） 

17 

茨城県、千葉県、新潟県、福井県、三重県、 

京都府、兵庫県、鳥取県、島根県、広島県、 

徳島県、香川県、福岡県、長崎県、熊本県、 

大分県、鹿児島県 

海岸清掃マニュアルの 

策定・周知 

5 

茨城県、岡山県、広島県、山口県、長崎県 

その他の活動 4 神奈川県、広島県、香川県、福岡県 

 

 

図Ⅱ.1-28 安全配慮の実例（府県数、全事業の合計件数、選択式、複数回答有） 
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表Ⅱ.1-27 安全配慮の実例（平成 28 年度補助金、選択式、複数回答有） 

実例 県数 県名 

ボランティア活動に対する保

険支援 

11 

青森県、山形県、茨城県、福井県、静岡県、 

三重県、兵庫県、和歌山県、徳島県、香川県、 

長崎県 

海岸漂着物等の取り扱いに関

する指導（資料の作成を含む） 

4 新潟県、三重県、兵庫県、熊本県 

海岸清掃マニュアルの 

策定・周知 

0 

  

その他の活動 0   

 

 

図Ⅱ.1-29 安全配慮の実例（平成 28 年度補助金、選択式、複数回答有） 
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表Ⅱ.1-28 安全配慮の実例（補助金事業以外、選択式、複数回答有） 

実例 府県数 府県名 

海岸漂着物等の取り扱いに関

する指導（資料の作成を含む） 

13 

茨城県、千葉県、福井県、京都府、鳥取県、

島根県、広島県、徳島県、香川県、福岡県、

長崎県、大分県、鹿児島県 

ボランティア活動に対する保

険支援 

8 

宮城県、福島県、千葉県、岐阜県、広島県、

福岡県、大分県、鹿児島県 

海岸清掃マニュアルの策定・

周知 

5 茨城県、岡山県、広島県、山口県、長崎県 

その他の活動 4 神奈川県、広島県、香川県、福岡県 

 

 

図Ⅱ.1-30 安全配慮の実例（補助金事業以外、選択式、複数回答有） 
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③ 連携している、又は連携が想定される民間団体等 

連携している、又は連携が想定される民間団体等について表Ⅱ.1-29 及び図Ⅱ.1-31 に

示した。「業界団体（漁業協同組合など）」、「NPO/NGO 団体」との連携がほぼ同数で挙

げられていた。 

 

表Ⅱ.1-29 連携している、又は連携が想定される民間団体等（選択式、複数回答有） 

実例 都道府県数 

業界団体（漁業協同組合など） 29 

NPO/NGO 団体 27 

自治会/町内会 25 

企業 20 

その他 18 

 

 

図Ⅱ.1-31 連携している、又は連携が想定される民間団体等（選択式、複数回答有） 
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(8)  海岸漂着物等の処理等に関する環境教育の推進、普及啓発（法第 26条、第 27条） 

都道府県等が取り組む環境教育の推進、普及啓発の主な実例について表Ⅱ.1-30～表

Ⅱ.1-32 及び図Ⅱ.1-32～図Ⅱ.1-34 に示した。なお、都道府県等が行っている事業のう

ち、環境省の補助金事業を利用したものは「平成 28 年度補助金」と記載した。補助金事

業以外については「補助金事業以外」と記載した。 

環境教育の推進のための取り組みとしては、補助金の有無によらず、「清掃活動・ク

リーンアップ活動」が最も多く、ついで「マスメディア（広報誌・ウェブサイトを含む）

などによる啓発活動」「パンフレット・ポスター・パネルの作成・啓発素材の配布等」

「環境イベント・フォーラム・キャンペーン実施による啓発活動」など、周知に関する

ものが多かった。 

 

表Ⅱ.1-30 環境教育・普及啓発の実例(全事業の合計件数、選択式、複数回答有) 

実例(平成 28 年度全体） 都道府県数 都道府県名 

清掃活動・クリーンアップ活動 33 

北海道、青森県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、 

茨城県、千葉県、神奈川県、新潟県、富山県、福井県、

岐阜県、静岡県、三重県、京都府、大阪府、兵庫県、 

和歌山県、島根県、岡山県、広島県、山口県、徳島県、

香川県、福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、 

宮崎県、鹿児島県、沖縄県 

マスメディア（広報誌・ウェブ

サイトを含む）などによる啓発

活動 

32 

青森県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、茨城県、 

千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、富山県、福井県、

岐阜県、静岡県、愛知県、三重県、京都府、兵庫県、 

和歌山県、鳥取県、岡山県、広島県、山口県、徳島県、

香川県、福岡県、佐賀県、長崎県、大分県、宮崎県、 

鹿児島県、沖縄県 

パンフレット・ポスター・パネ

ルの作成・啓発素材の配布等 

30 

北海道、青森県、宮城県、秋田県、福島県、茨城県、 

千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、富山県、岐阜県、

静岡県、愛知県、三重県、京都府、兵庫県、和歌山県、

岡山県、広島県、山口県、徳島県、香川県、福岡県、 

佐賀県、長崎県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県 

環境イベント・フォーラム・キ

ャンペーン実施による啓発活

動 

27 

北海道、青森県、秋田県、山形県、福島県、千葉県、 

東京都、神奈川県、新潟県、富山県、福井県、岐阜県、

静岡県、愛知県、三重県、京都府、大阪府、兵庫県、 

岡山県、広島県、山口県、徳島県、香川県、福岡県、 

長崎県、熊本県、沖縄県 

他団体との連携 22 

北海道、福島県、千葉県、神奈川県、富山県、福井県、

岐阜県、静岡県、三重県、京都府、大阪府、兵庫県、 

島根県、岡山県、広島県、徳島県、香川県、福岡県、 

長崎県、熊本県、鹿児島県、沖縄県 

研修会・講座等の実施 18 

山形県、福島県、千葉県、神奈川県、新潟県、富山県、

福井県、岐阜県、静岡県、三重県、京都府、兵庫県、 

島根県、香川県、福岡県、佐賀県、長崎県、鹿児島県 

ポスターや写真のコンテスト

の実施 

12 

北海道、宮城県、千葉県、新潟県、岐阜県、静岡県、 

愛知県、京都府、山口県、香川県、福岡県、鹿児島県 

学校・企業による交流会の実施 10 

千葉県、神奈川県、富山県、岐阜県、静岡県、島根県、

広島県、香川県、鹿児島県、沖縄県 
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実例(平成 28 年度全体） 都道府県数 都道府県名 

人材育成 9 

山形県、福島県、神奈川県、三重県、京都府、兵庫県、

香川県、鹿児島県、沖縄県 

関係団体による交流会の実施 8 

千葉県、神奈川県、富山県、三重県、京都府、岡山県、

香川県、沖縄県 

国際交流事業の実施 8 

富山県、静岡県、三重県、京都府、島根県、山口県、 

長崎県、沖縄県 

その他の活動 9 

北海道、千葉県、東京都、神奈川県、富山県、石川県、

岐阜県、愛知県、鹿児島県 

 

図Ⅱ.1-32 環境教育・普及啓発の実例(全事業の合計件数、選択式、複数回答有) 
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（全事業の合計件数、選択式、複数回答有）
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表Ⅱ.1-31 環境教育・普及啓発の実例(平成 28 年度補助金、選択式、複数回答有) 

実例(平成 28 年度補助金) 都道県数 都道県名 

清掃活動･クリーンアップ活動 25 

北海道、青森県、秋田県、山形県、茨城県、千葉県、

富山県、福井県、静岡県、三重県、京都府、兵庫県、

和歌山県、島根県、岡山県、広島県、山口県、徳島

県、香川県、福岡県、長崎県、熊本県、大分県、 

鹿児島県、沖縄県 

パンフレット･ポスター･パネルの作

成･啓発素材の配布等 

21 

青森県、秋田県、茨城県、千葉県、東京都、神奈川

県、新潟県、静岡県、愛知県、三重県、兵庫県、 

和歌山県、岡山県、山口県、徳島県、香川県、 

福岡県、長崎県、大分県、宮崎県、鹿児島県 

環境イベント･フォーラム･キャンペ

ーン実施による啓発活動 

16 

北海道、千葉県、東京都、新潟県、富山県、愛知県、

三重県、兵庫県、岡山県、広島県、山口県、徳島県、

香川県、福岡県、長崎県、熊本県 

マスメディアなどによる啓発活動 13 

青森県、秋田県、東京都、新潟県、富山県、愛知県、

三重県、和歌山県、鳥取県、岡山県、香川県、 

大分県、宮崎県 

他団体との連携 11 

北海道、福井県、三重県、兵庫県、岡山県、徳島県、

香川県、長崎県、熊本県、鹿児島県、沖縄県 

研修会･講座等の実施 8 

山形県、千葉県、三重県、京都府、兵庫県、島根県、

香川県、長崎県 

人材育成 5 三重県、京都府、兵庫県、香川県、沖縄県 

国際交流事業の実施 4 静岡県、島根県、長崎県、沖縄県 

関係団体による交流会の実施 4 三重県、岡山県、香川県、沖縄県 

ポスターや写真のコンテストの実施 2 愛知県、山口県 

学校･企業による交流会の実施 2 島根県、沖縄県 

その他の活動 4 東京都、石川県、愛知県、鹿児島県 
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図Ⅱ.1-33 環境教育・普及啓発の実例(平成 28 年度補助金、選択式、複数回答有) 
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表Ⅱ.1-32 環境教育・普及啓発の実例(補助金事業以外、選択式、複数回答有) 

実例（補助金事業以外) 道府県数 道府県名 

マスメディアなどによる啓発活動 19 

宮城県、山形県、福島県、茨城県、千葉県、神奈川県、

福井県、岐阜県、静岡県、京都府、兵庫県、広島県、

山口県、徳島県、福岡県、佐賀県、長崎県、鹿児島県、

沖縄県 

環境イベント･フォーラム･キャン

ペーン実施による啓発活動 

11 

青森県、秋田県、山形県、福島県、神奈川県、 

福井県、岐阜県、静岡県、京都府、大阪府、沖縄県 

他団体との連携 11 

福島県、千葉県、神奈川県、富山県、岐阜県、 

静岡県、京都府、大阪府、島根県、広島県、福岡県 

研修会･講座等の実施 10 

福島県、神奈川県、新潟県、富山県、福井県、 

岐阜県、静岡県、福岡県、佐賀県、鹿児島県 

ポスターや写真のコンテストの 

実施 

10 

北海道、宮城県、千葉県、新潟県、岐阜県、 

静岡県、京都府、香川県、福岡県、鹿児島県 

パンフレット･ポスター･パネルの

作成･啓発素材の配布等 

9 

北海道、宮城県、福島県、富山県、岐阜県、 

京都府、広島県、佐賀県、沖縄県 

清掃活動･クリーンアップ活動 8 

宮城県、福島県、神奈川県、新潟県、岐阜県、 

大阪府、佐賀県、宮崎県 

学校･企業による交流会の実施 8 

千葉県、神奈川県、富山県、岐阜県、静岡県、 

広島県、香川県、鹿児島県 

人材育成 4 山形県、福島県、神奈川県、鹿児島県 

関係団体による交流会の実施 4 千葉県、神奈川県、富山県、京都府 

国際交流事業の実施 3 富山県、三重県、京都府 

その他の活動 5 北海道、千葉県、神奈川県、富山県、岐阜県 

 

図Ⅱ.1-34 環境教育・普及啓発の実例（補助金事業以外、選択式、複数回答有) 
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(9)  発生抑制対策について(法第 23 条、26 条、27 条) 

① 発生抑制対策として波及効果が期待される実例 

都道府県等が取り組んだ発生抑制対策として波及効果が期待される実例について表

Ⅱ.1-33～表Ⅱ.1-35 及び図Ⅱ.1-35～図Ⅱ.1-37 に示した。 

なお、都道府県等が行っている事業のうち、環境省の補助金事業を利用したものは「平

成 28年度補助金」と記載した。補助金事業以外については「補助金事業以外」と記載し

た。 

補助金の有無にかかわらず、発生抑制対策について最も波及効果を期待されているも

のは清掃活動・クリーンアップ活動であった。 

 

表Ⅱ.1-33 発生抑制対策として波及効果が期待される実例(全事業の合計件数、選択式、

上位 3つを回答) 

実例(平成 28 年度全体) 都道府県数 都道府県名 

清掃活動・クリーンアップ

活動 

29 

北海道、宮城県、山形県、福島県、千葉県、富山県、福井県、

長野県、岐阜県、静岡県、三重県、滋賀県、京都府、大阪府、

兵庫県、奈良県、島根県、広島県、山口県、徳島県、香川県、

福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、

沖縄県 

パンフレット・ポスター・

パネルの作成・啓発素材の

配布等 

23 

北海道、青森県、宮城県、秋田県、福島県、栃木県、東京都、

神奈川県、新潟県、長野県、静岡県、愛知県、三重県、滋賀県、

兵庫県、岡山県、徳島県、香川県、福岡県、佐賀県、大分県、

宮崎県、鹿児島県 

環境イベント・フォーラ

ム・キャンペーン実施によ

る啓発活動 

22 

北海道、青森県、秋田県、山形県、栃木県、千葉県、東京都、

新潟県、富山県、福井県、山梨県、長野県、愛知県、京都府、

大阪府、奈良県、岡山県、広島県、山口県、徳島県、香川県、

福岡県 

マスメディア（広報誌・ウ

ェブサイトを含む）などに

よる啓発活動 

20 

青森県、宮城県、秋田県、神奈川県、新潟県、福井県、山梨県、

岐阜県、静岡県、愛知県、三重県、兵庫県、和歌山県、鳥取県、

岡山県、広島県、佐賀県、大分県、宮崎県、沖縄県 

研修会・講座等の実施 6 山形県、福島県、神奈川県、富山県、岐阜県、鹿児島県 

他団体との連携 4 千葉県、大阪府、長崎県、熊本県 

ポスターや写真のコンテス

トの実施 

4 山梨県、京都府、奈良県、山口県 

国際交流事業の実施 3 島根県、長崎県、沖縄県 

学校・企業による交流会の

実施 

1 島根県 

その他の対策 5 栃木県、東京都、石川県、高知県、熊本県 
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図Ⅱ.1-35 発生抑制対策として波及効果が期待される実例(都道府県数、全事業の合計件

数、選択式、上位 3つを選択) 
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（都道県数、全事業の合計件数、選択式、上位3つを回答）
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表Ⅱ.1-34 発生抑制対策として波及効果が期待される実例(平成 28 年度補助金、選択式、

上位 3つを回答) 

実例 

（平成 28 年度補助金） 

都道府県数 都道県名 

清掃活動・クリーンアップ活動 18 

北海道、富山県、福井県、静岡県、三重県、京都府、 

兵庫県、島根県、広島県、山口県、徳島県、香川県、 

福岡県、長崎県、熊本県、大分県、鹿児島県、沖縄県 

パンフレット・ポスター・ 

パネルの作成・啓発素材の 

配布等 

15 

青森県、秋田県、東京都、神奈川県、新潟県、愛知県、 

三重県、兵庫県、岡山県、徳島県、香川県、福岡県、 

大分県、宮崎県、鹿児島県 

環境イベント・フォーラム・キ

ャンペーン実施による啓発活動 

13 

北海道、青森県、東京都、新潟県、富山県、愛知県、 

京都府、岡山県、広島県、山口県、徳島県、香川県、 

福岡県 

マスメディア（広報誌・ウェブ

サイトを含む）などによる啓発

活動 

11 

青森県、秋田県、新潟県、愛知県、三重県、兵庫県、 

和歌山県、鳥取県、岡山県、大分県、宮崎県 

国際交流事業の実施 3 島根県、長崎県、沖縄県 

他団体との連携 2 長崎県、熊本県 

関係団体による交流会の実施 1 京都府 

学校・企業による交流会の実施 1 島根県 

ポスターや写真のコンテストの

実施 

1 山口県 

その他の対策 4 東京都、石川県、高知県、熊本県 

 

 

図Ⅱ.1-36 発生抑制対策として波及効果が期待される実例(平成 28 年度補助金、上位 3つ

を選択)  
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その他の対策

ポスターや写真のコンテストの実施

学校・企業による交流会の実施

関係団体による交流会の実施

他団体との連携

国際交流事業の実施

マスメディア（広報誌・ウェブサイトを含む）などによる啓発活動

環境イベント・フォーラム・キャンペーン実施による啓発活動

パンフレット・ポスター・パネルの作成・啓発素材の配布等

清掃活動・クリーンアップ活動

発生抑制対策として波及効果が期待される実例

（都道県数、平成28年度補助金、選択式、上位3つを回答）
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表Ⅱ.1-35 発生抑制対策として波及効果が期待される実例(補助金事業以外、選択式、上

位 3つを回答) 

実例(補助金事業以外) 道府県数 道府県名 

清掃活動・クリーンアップ

活動 

11 

宮城県、山形県、福島県、千葉県、長野県、岐阜県、 

滋賀県、大阪府、奈良県、佐賀県、宮崎県 

環境イベント・フォーラ

ム・キャンペーン実施によ

る啓発活動 

9 

秋田県、山形県、栃木県、千葉県、福井県、山梨県、 

長野県、大阪府、奈良県 

マスメディア（広報誌・ウ

ェブサイトを含む）などに

よる啓発活動 

9 

宮城県、神奈川県、福井県、山梨県、岐阜県、静岡県、

広島県、佐賀県、沖縄県 

パンフレット・ポスター・

パネルの作成・啓発素材の

配布等 

8 

北海道、宮城県、福島県、栃木県、長野県、静岡県、 

滋賀県、佐賀県 

研修会・講座等の実施 6 山形県、福島県、神奈川県、富山県、岐阜県、鹿児島県 

ポスターや写真のコンテス

トの実施 

3 山梨県、京都府、奈良県 

他団体との連携 2 千葉県、大阪府 

その他の対策 1 栃木県 

 

 図Ⅱ.1-37 発生抑制対策として波及効果が期待される実例 (補助金事業以外、

選択式、複数回答有、上位 3つを選択) 
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マスメディア（広報誌・ウェブサイトを含む）などによる啓発活動

環境イベント・フォーラム・キャンペーン実施による啓発活動

清掃活動・クリーンアップ活動

発生抑制対策として波及効果が期待される実例

（都道県数、補助金事業以外、選択式、上位3つを回答）
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② 発生抑制対策を実施した結果得られた今後の検討課題 

都道府県等が取り組んだ発生抑制対策を実施した結果得られた今後の検討課題につい

て表Ⅱ.1-36 に示した。 

回答では普及啓発活動の対象が偏ることなく行われることが必要という課題が最も多

く、次いで、より効果的、長期的な発生抑制対策の検討が必要との回答が挙げられてい

た。 

 

表Ⅱ.1-36 発生抑制対策を実施した結果得られた今後の検討課題(複数回答有) 

今後の検討課題 都府県数 都府県名 

普及啓発活動の対象が偏ることなく

行われること 

13 

青森県、秋田県、山形県、栃木県、 

神奈川県、富山県、山梨県、愛知県、 

三重県、兵庫県、徳島県、香川県、 

熊本県 

より効果的、長期的な発生抑制対策の

検討 

7 

東京都、新潟県、静岡県、大阪府、 

和歌山県、鳥取県、岡山県 

国際間を含む他機関との連携・協力 4 千葉県、山口県、長崎県、沖縄県 

清掃活動参加者の減少や固定化 2 福島県、岐阜県 

発生抑制対策について効果的な評価

の検討 

2 奈良県、鹿児島県 

財政負担 1 宮城県 

治山・河川改修等（流木対策） 1 宮崎県 

国外や沿岸市町以外からの漂着、 

不法投棄 

1 福岡県 

ポイ捨てに対するモラルの向上 1 滋賀県 

海への流出前対策や海外からの漂着 1 福井県 

清掃活動における危険物の判断・取扱

い 

1 福岡県 
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図Ⅱ.1-38 発生抑制対策を実施した結果得られた今後の検討課題(複数回答有) 
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(10) 海岸漂着物の効率的な処理・再生利用・発生の原因の究明（法第 28条） 

① 取り組みの実施状況  

平成 28 年度に海岸漂着物等の効率的な処理・再生利用・発生の原因の究明等につい

ての取り組みの実施状況を表Ⅱ.1-37 及び図Ⅱ.1-39 に示した。 

海岸漂着物の効率的な処理・再生利用・発生の原因の究明に係る取り組みを実施して

いるのは 22 道府県で、全体の 47％であった。 

 

表Ⅱ.1-37 海岸漂着物の効率的な処理・再生利用・発生の原因の究明に係る取り組みの実

施状況 

実施状況 都道府県数 都道府県名 

取り組んだ 22 

北海道、青森県、宮城県、秋田県、山形県、 

神奈川県、新潟県、福井県、三重県、京都府、 

兵庫県、鳥取県、広島県、山口県、徳島県、香川県、

高知県、佐賀県、長崎県、熊本県、鹿児島県、 

沖縄県 

取り組んでいない 25 

岩手県、福島県、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、

千葉県、東京都、富山県、石川県、山梨県、長野県、

岐阜県、静岡県、愛知県、滋賀県、大阪府、奈良県、

和歌山県、島根県、岡山県、愛媛県、福岡県、 

大分県、宮崎県 

計 47  

 

 

図Ⅱ.1-39 海岸漂着物の効率的な処理・再生利用・発生の原因の究明に係る取り組みの    

実施状況（割合） 

22件

47%25件

53%

取り組みの実施状況

取り組んだ

取り組んでいない



II-59 
 

② 効率的な処理 

海岸漂着物等の効率的な処理に係る取り組みの実施状況について表Ⅱ.1-38 及び図

Ⅱ.1-40 に示した。 

効率的な処理に係る取り組みを実施しているのは 15 道府県で全体の 32％であった。 

 

表Ⅱ.1-38 海岸漂着物等の効率的な処理の実施状況 

実施状況 都道府県数 都道府県名 

取り組んだ 15 

北海道、青森県、宮城県、神奈川県、新潟県、 

三重県、京都府、広島県、山口県、香川県、高知県、

佐賀県、熊本県、鹿児島県、沖縄県 

取り組んでいない 32 

岩手県、秋田県、山形県、福島県、茨城県、栃木県、

群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、富山県、石川県、

福井県、山梨県、長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、

滋賀県、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県、 

鳥取県、島根県、岡山県、徳島県、愛媛県、福岡県、

長崎県、大分県、宮崎県 

計 47  

 

 

図Ⅱ.1-40 海岸漂着物等の効率的な処理の実施状況（割合） 
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③ 再生利用 

海岸漂着物等の再生利用に係る取り組みの実施状況について表Ⅱ.1-39 及び図Ⅱ.1-41

に示した。 

再生利用に係る取り組みを実施しているのは 9道県で全体の 19％であった。 

 

表Ⅱ.1-39 海岸漂着物等の再生利用の実施状況 

 

 

図Ⅱ.1-41 海岸漂着物等の再生利用の実施状況（割合） 
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38件
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再生利用

取り組んだ

取り組んでいない

実施状況 都道府県数 都道府県名 

取り組んだ 9 

北海道、宮城県、秋田県、山形県、福井県、 

兵庫県、徳島県、熊本県、沖縄県 

取り組んでいない 38 

青森県、岩手県、福島県、茨城県、栃木県、 

群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、 

新潟県、富山県、石川県、山梨県、長野県、 

岐阜県、静岡県、愛知県、三重県、滋賀県、 

京都府、大阪府、奈良県、和歌山県、鳥取県、 

島根県、岡山県、広島県、山口県、香川県、 

愛媛県、高知県、福岡県、佐賀県、長崎県、 

大分県、宮崎県、鹿児島県 

計 47  
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④ 発生の原因の究明等 

海岸漂着物等の発生の原因の究明等に係る取り組みの実施状況について表Ⅱ.1-40 及

び図Ⅱ.1-42 に示した。 

発生利用に係る取り組みを実施しているのは７県で全体の 15％であった。 

 

表Ⅱ.1-40 海岸漂着物等の原因の究明等の実施状況 

 

 

図Ⅱ.1-42 海岸漂着物等の原因の究明等の実施状況（割合） 
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取り組んだ
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実施状況 都道府県数 都道府県名 

取り組んだ 7 

神奈川県、三重県、鳥取県、香川県、長崎県、 

熊本県、沖縄県 

取り組んでいない 40 

北海道、青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、 

福島県、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、 

東京都、新潟県、富山県、石川県、福井県、山梨県、 

長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、滋賀県、京都府、 

大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県、島根県、 

岡山県、広島県、山口県、徳島県、愛媛県、高知県、

福岡県、佐賀県、大分県、宮崎県、鹿児島県 

計 47  



II-62 
 

⑤ 成果の概要 

海岸漂着物等の効率的な処理、再生利用、発生原因の究明等に係る取り組みの概要・

成果の概要について表Ⅱ.1-41～表Ⅱ.1-43に示した。 

 

表Ⅱ.1-41 効率的な処理の取り組みの概要・成果 

道府県名 概要・成果 

北海道 

道内の留萌地域において、道事業及び市町村事業で回収した流木を共同処理し、

効率的な処理を行う事でコスト削減を図った。 

青森県 

補助事業の実施主体である市町村に対し、ボランティア等の活用による効率的な

処理について、実例を交えながら説明した。 

宮城県 海岸沿いに散乱していた漂着物等を一ヶ所に集約して処理した。 

神奈川県 

毎日の海岸パトロールで海岸の汚れ度を目視点検し、清掃が必要な基準に達した

ら清掃を実施した。 

新潟県 ボランティア等の活用による回収コストの削減。 

三重県 

清掃船で回収した漂流ゴミを陸揚げする施設（専用のクレーン）が 1 箇所だけで

あったが、南北に長い（約 12km）港湾区域を効率よく清掃するため、違う地区に

もう一基専用クレーンを設置し、作業時間の短縮を図っている。 

京都府 

海岸漂着物等の回収にあたり、地元団体等と協力し実施した。全てを業者に委託

する形ではなく、地元住民等に参加していただくことで意識啓発及び費用の削減

に努めている。 

広島県 発泡スチロールの減容化処理委託。 

山口県 

「山口県海岸漂着物処理マニュアル」の周知。 

【山口県海岸漂着物処理マニュアルの掲載 URL】 

http://www.pref.yamaguchi.lg.jp/cms/a15700/16kaigan/chiikikeikaku.html 

香川県 

漁協にコンテナを設置し、漁師がボランティアで持ち帰ったごみをコンテナに集

積して、市町または県が回収・処理するシステムを運用。 

高知県 回収した漂着物の野積・乾燥による体積の圧縮。 

佐賀県 

短時間で効果的な作業を行うため、小さなゴミや砂に埋もれたゴミを効率的に回

収できるビーチクリーナーを活用した。 

熊本県 

平成 28 年に発生した熊本地震後の大雨により、大量の流木が河川から海域に流

出した。海域への流出抑制策として、河口部にフェンスを設置し流入を抑制した。 

鹿児島県 

地域住民やクリーンアップ活動と連携し清掃を行い、仮置きした漂着物回収を行

うことにより、集積費用等経費削減を図った。 

沖縄県 

海底ごみに係る調査及び対策検討を実施した結果、レジャーの釣人が集まる場所

の海底に多くの海底ごみが存在することが確認できた。 
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表Ⅱ.1-42 再生利用の取り組みの概要・成果 

道県名 概要・成果 

北海道 シンポジウム、協議会において海岸流木の有効利用（脱塩等）の周知を図っている。 

宮城県 

流木を破砕選別後、製品化（一次オガ粉、二次オガ粉、チップマット）などにより、

再生利用した。 

秋田県 

回収した木材について、通常の中間処理を行う産廃業者よりも経済的に有利な県内

の再生利用業者（バイオマス発電）へ引き渡すことにより、処分費を軽減した。 

山形県 漂着流木の資源化を検討したが、実現は困難との結果となった。 

福井県 流木等をチップ化等により再資源化した。 

兵庫県 流木は、再資源化施設でチップ化。 

徳島県 流木等の再生可能な海岸漂着物について，チップ化などのリサイクルを行った。 

熊本県 改修された流木の一部は塩抜き、乾燥を経て木材チップ等への再利用を行った。 

 

表Ⅱ.1-43 発生原因の究明等の取り組みの概要・成果 

県名 概要・成果 

神奈川県 

県内の代表的な海岸で、海岸ごみの組成分析を季節ごとに行い、発生源を調査し

た。 

三重県 

海岸漂着物の回収処理及び発生抑制対策の検討に資することを目的として、鳥羽

市答志島奈佐の浜におけるモニタリング調査の解析を実施し、漂着物の量や経路

についての知見を得た。 

鳥取県 

海岸漂着ごみ分別等報告業務(県内海岸の漂着ごみの漂着状況・組成状況を調査し

発生抑制対策の基礎資料及び検討材料とする)。※今後ウェブで公開予定 

香川県 

海ごみ発生抑制に係る調査として、海岸と河川において、ごみの量や流出経路、

分布等の調査を実施。 

長崎県 海辺の漂着物調査。 

熊本県 

熊本県海岸漂着物対策推進協議会を開催し、関係団体からのゴミの発生状況等を

聞き取り発生原因について情報収集を行った。 
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(11)  海岸漂着物対策事業に係る事業費等（法第 29 条） 

平成 28 年度における海岸漂着物対策（国庫補助事業以外の都道府県単独事業、市町村

単独事業を含む）に係る主要事項について、表Ⅱ.1-44 及び図Ⅱ.1-43～図Ⅱ.1-44 に示

した。 

都道府県事業および市区町村事業において、漂着物事業の発生抑制にかける事業費の

負担割合はともに回収、処理の事業費の 10分の 1以下であった。 

 

表Ⅱ.1-44 海岸漂着物対策事業に係る平成 28 年度事業費（全国合計 単位：千円） 

合計 国庫負担

都道府県

負担

市区町村

負担

計画策定等 25 16,300 8,139 8,161 0 - -

回収･処理 1,972 1,389,103 1,031,705 357,398 0 18,585 88

国庫 発生抑制 145 198,972 164,044 34,928 0 - -

補助事業 直営 回収･処理 11 509,977 266,566 243,411 0 6,346 16,987

その他 - 0 0 0 0 - -

回収･処理 - 0 0 0 0 0 0

発生抑制 - 0 0 0 0 - -

回収･処理 201 16,355 10,530 5,825 0 84 -

発生抑制 - 0 0 0 0 - -

回収･処理 292 189,513 0 184,275 5,238 738 2,855

都道府県 発生抑制 2 1,352 0 1,352 0 - -

単独事業 回収･処理 384 18,350 0 15,456 2,894 572 16

発生抑制 116 940 0 940 0 - -

3,148 2,340,862 1,480,984 851,746 8,132 26,324 19,945

回収･処理 3,907 1,676,621 1,412,439 19,058 245,124 12,231 320

発生抑制 60 57,449 51,598 0 5,851 - -

国庫 直営 回収･処理 - 0 0 0 0 0 0

補助事業 その他 - 0 0 0 0 - -

回収･処理 1 67 47 10 10 4 -

発生抑制 - 0 0 0 0 - -

回収･処理 5 5,349 4,394 0 955 39 -

発生抑制 - 0 0 0 0 - -

都道府県 回収･処理 2 10,600 0 7,827 2,773 57 18

補助事業 発生抑制 - 0 0 0 0 - -

回収･処理 - 0 0 0 0 0 0

発生抑制 - 0 0 0 0 - -

回収･処理 1,411 177,632 0 0 177,632 1,874 2,287

市区町村 発生抑制 5 2,817 0 0 2,817 - -

単独事業 回収･処理 1,347 21,286 0 0 21,286 333 40

発生抑制 18 882 0 0 882 - -

6,756 1,952,702 1,468,478 26,895 457,329 14,539 2,665

9,904 4,293,565 2,949,462 878,641 465,461 40,863 22,610

全国

平成28年度

備考
清掃回数

又は事業

件数

事業費（千円）

回収量

（ｔ）

回収量

（㎥）

（国庫補助以
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事

業
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事
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事
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図Ⅱ.1-43 平成 28年度 海岸漂着物に係る事業費 （事業主体別事業費） 

 

図Ⅱ.1-44 平成 28年度 海岸漂着物に係る事業費 （事業種別事業費） 
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(12)  海岸漂着物の未回収物の事例 

各都道府県から自由回答で得られた海岸漂着物として回収しないものについて表

Ⅱ.1-45 及び図Ⅱ.1-45 にとりまとめた。「その他」には個人の所有物と思われる物など

が挙げられていた。 

 

表Ⅱ.1-45 海岸漂着物の未回収物の事例（複数回答有） 

未回収物 県数 県名 

海藻、動物、貝殻、 

海藻等自然物 

4 宮城県、千葉県、福岡県、鹿児島県 

産業廃棄物 2 福井県、香川県 

漁具、魚網 2 宮城県、千葉県 

処理施設で処理できないもの 1 鹿児島県 

その他 7 

宮城県、千葉県、神奈川県、福井県、鳥取県、 

広島県、鹿児島県 

 

 

図Ⅱ.1-45 海岸漂着物の未回収物の事例（複数回答有） 
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(13)  各都道府県別、海岸漂着物対策の専任担当の設置状況 

各都道府県から得られた、海岸漂着物対策に専任担当の設置状況についての回答を、

表Ⅱ.1-46 及び図Ⅱ.1-46 にとりまとめた。 

 

表Ⅱ.1-46 海岸漂着物対策の専任担当の設置状況 

設置状況 都道府県数 都道府県数 

専任の担当者を

設けている 

7 

茨城県、神奈川県、三重県、和歌山県、香川県、長崎県、 

熊本県 

専任の担当者を

設けず、兼業で行

っている 

38 

北海道、青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、 

福島県、栃木県、群馬県、千葉県、東京都、新潟県、 

富山県、石川県、福井県、山梨県、岐阜県、静岡県、 

愛知県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、 

鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県、徳島県、 

愛媛県、高知県、福岡県、佐賀県、大分県、宮崎県、 

鹿児島県、沖縄県 

未回答 2 埼玉県、長野県 

計 47  

 

 

図Ⅱ.1-46 海岸漂着物対策の専任担当の設置状況 
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(14)  海岸漂着物削減等のための内陸部での対策状況 

各都道府県から得られた、海岸漂着物削減等のための内陸部での対策状況についての

回答を表Ⅱ.1-47～表Ⅱ.1-49 及び図Ⅱ.1-47 にとりまとめた。なお、都道府県等が行っ

ている事業のうち、環境省の補助金事業を利用したものは「平成 28年度補助金」と記載

した。平成 28年度補助金以外については「補助金以外」と記載した。 

海岸漂着物削減等のための内陸部での対策に取り組んだ都道府県は半数に満たなかっ

た。今後は内陸部、特に海岸線を有しない県についても対策の重要性を認識してもらう

必要がある。 

 

表Ⅱ.1-47 海岸漂着物削減等のための内陸部での対策状況 

取り組み状況 都道府県数 都道府県名 

取り組んだ 22 

秋田県、山形県、千葉県、神奈川県、富山県、福井県、 

岐阜県、静岡県、愛知県、三重県、京都府、大阪府、 

兵庫県、和歌山県、岡山県、山口県、徳島県、香川県、 

福岡県、佐賀県、宮崎県、鹿児島県 

取り組んでいない 25 

北海道、青森県、岩手県、宮城県、福島県、茨城県、 

栃木県、群馬県、埼玉県、東京都、新潟県、石川県、 

山梨県、長野県、滋賀県、奈良県、鳥取県、島根県、 

広島県、愛媛県、高知県、長崎県、熊本県、大分県、 

沖縄県 

計 47  

 

 

図Ⅱ.1-47 海岸漂着物削減等のための内陸部での対策状況 
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表Ⅱ.1-48 取り組みの成果(平成 28年度補助金) 

府県名 取り組みの成果(平成 28 年度補助金) 

秋田県 

「あきたクリーン強調月間」「あきたビューティフルサンデー」の制定 

※４月を「あきたクリーン強調月間」、４月第３日曜日を「あきたビューティフルサンデー」

として、雪解け後の身近な地域のクリーンアップへの参加を県民へ呼びかけた。（ポスター、

チラシを作成し、県内市町村、学校、スーパー・コンビニなどへ配布した。） 

【ＵＲＬ】http://www.pref.akita.lg.jp/pages/archive/6608 

街でのごみのポイ捨てが海を汚すことへつながることを周知するため、新聞広告を掲載した。 

市街地等の清掃が海岸の美化につながることを周知するため、「海岸の美化活動中」と示し

た啓発用のぼり旗を作成し、あきたクリーンパートナー（県内各地で美環境美化活動に取り

組む企業・団体）等へ配布した。【ＵＲＬ】https://www.pref.akita.lg.jp/pages/archive/1661 

山形県 大型商業施設での海岸漂着物関係のパネル展示 

千葉県 海岸漂着物発生抑制に係るリーフレットの配布（内陸の 27 市町村に１３５０部配布） 

富山県 

内陸部の親子等が参加する、海岸清掃を体験するバスツアーを３回開催し、計 119 名が参加

した。 

沿岸市町およびその上流エリアの市町村、関係団体等と連携して、流域一体となった清掃活

動「みんなできれいにせんまいけ大作戦」を実施し、延べ約 27,000 人の参加があった。 

愛知県 

小学校中学年以上を対象にした環境プログラムの作成 

※小学校中学年以上を対象に、内陸部でポイ捨てされたりした生活系ごみが川などを経由して海ごみにな

っていることを認識してもらえるよう、海岸に行かなくても実施できる環境学習プログラムを作成した。 

平成 29 年度には本県内の小学校で当該プログラムを活用した授業を行う予定であり、この成

果報告を発信することにより多様な主体の取り組みを促進していきたいと考えている。 

【ＵＲＬ】http://kankyojoho.pref.aichi.jp/kaigan/program_situnai.html 

三重県 

内陸部の市町における発生抑制対策として、啓発物品の作成・配布や看板・標識の設置が行

われた。 

京都府 

こども達を対象とした環境教育 

※ごみ調査を通じて、こども達に各地の海ごみ被害や、海ごみが主に内陸河川を経由して海に流出してい

る実態を知らせるとともに、内陸地域からの発生源対策の効果や必要性を講義する。 

クラス単位の出前授業に端を発し、学年や学校単位での取り組みに拡大した事例や、共通教

材作成の機運が高まるなど、学校現場においても問題の重要性が認識されつつある。 
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府県名 取り組みの成果(平成 28 年度補助金) 

京都府 

環境美化意識の啓発を行うための【保津川の日】を制定 

※河川愛護意識及び環境美化意識の啓発を行うため、３月第１日曜を「保津川の日」と定め、「ウォーキ

ング清掃」や「ラフティング清掃」等の各種清掃イベントやリユース食器を使用した「エコ屋台」を設置

してごみの発生抑制を実践する。 

地域での認知も年々高まり、参加者も増加している。また、本市河川敷で開催される花火大

会の屋台がリユース食器を採用し、≪プラスチックフリー≫の花火大会を目指すなど、河川

ごみの発生抑制に向けた取り組みが実践されつつある。 

兵庫県 協議会に内陸部の市の担当者も出席頂き、海外漂着物対策に理解を求めた。 

和歌山県 市町村が実施したクリーン活動(清掃活動、パンフレットの配布等)への事業費補助(２件) 

岡山県 【ＵＲＬ】http://www.pref.okayama.jp/page/detail-94047.html 

山口県 

離島をフィールドとした体験型海岸清掃エコツアーを開催し、発生抑制に向けた意識啓発を

実施。 

【ＵＲＬ】http://www.pref.yamaguchi.lg.jp/cms/a15700/16kaigan/h28ekotourkekka.html 

「やまぐちのキレイな海岸フォトコンテスト」を開催し、県民の環境美化や景観保全の意識

の醸成と実践活動の促進を図った。 

【ＵＲＬ】http://www.pref.yamaguchi.lg.jp/cms/a15700/16kaigan/photocontest2016.html 

徳島県 

内陸部も含めた県内の全ての小学校高学年の生徒及び関係者に環境学習用冊子を配布し、海

岸漂着物の発生抑制に関する啓発を行った。 

香川県 河川清掃活動（善通寺市） 

福岡県 

海岸漂着物に関する啓発用チラシ・パンフレットの配布 

(配布部数：チラシ 14,000 部、パンフレット 8,000 部) 

宮崎県 

本県の海岸漂着物の発生抑制を呼びかけるため、陸域における河川等へのごみ等の流入防止

を喚起する内容のＣＭやポスターを作成した。 
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表Ⅱ.1-49 取り組みの成果(補助金以外) 

府県名 取り組みの成果(補助金以外) 

山形県 不法投棄パトロール 

神奈川県 

内陸部の教育機関での出前授業（財団） 

河川上流部で清掃活動をしている団体との共同講演会（財団） 

内陸部の主要駅でのリーフレットの配布（財団） 

内陸部の河川敷でのごみの持ち帰り呼びかけ（県） 

福井県 パトロール等の監視活動や、新聞・ラジオ等による不法投棄防止についての認知活動 

岐阜県 パトロール等の監視活動。清掃活動。 

静岡県 

職員によるパトロール 

警備会社へのパトロール委託 

市町が行う不法投棄防止設備設置に対する助成 

富士山麓における非営利団体の廃棄物撤去活動に対する助成 

県民からの通報制度「不法投棄 110 番」の設置 

静岡県 

「市内一斉清掃」 

※市内において「ごみゼロ(530)」にいちばん近い日曜に例年行っている、市民参加の不法投棄物件回収

や清掃活動 

三重県 

河川から海岸へのごみの流出を未然に防ぐために内陸部で実施された環境パトロールによ

り、陸域で発生したごみが回収された。 

大阪府 地元市及び地元住民とともに河川の清掃活動を実施。 

香川県 協議会に内陸市町も参加（負担金徴収）し、クリーン作戦への参加の呼びかけ等を行った。 

大阪府 

安威川、芥川、余野川、水無瀬川等の漁業権河川において、河川清掃を実施し、漁場環境の

回復と水辺環境の保全を図る（平成 28 年度ゴミ回収量：12.5 ㎥）。 

岡山県 【ＵＲＬ】http://www.pref.okayama.jp/page/detail-94047.html 

佐賀県 河川に汚濁防止膜やオイルフェンス等を設置して、ゴミの流出を防いでいる。 

鹿児島県 

不法投棄防止看板の設置により不法投棄の状況が改善された。 

河川から海岸にごみが流出するおそれがあるため，不法投棄等に対して指導等実施。 
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(15)  広域的な連携による海岸漂着物削減等のための対策や調査状況 

各都道府県から得られた、広域的な連携による海岸漂着物削減等のための対策や調査

状況についての回答を表Ⅱ.1-50～表Ⅱ.1-52 及び図Ⅱ.1-48 にとりまとめた。なお、都

道府県等が行っている事業のうち、環境省の補助金事業を利用したものは「平成 28年度

補助金」と記載した。平成 28年度補助金以外については「補助金以外」と記載した。 

 

表Ⅱ.1-50 広域的な連携による海岸漂着物削減等のための対策や調査状況 

取り組み状況 都道府県数 都道府県名 

取り組んだ 9 

富山県、岐阜県、愛知県、三重県、京都府、大阪府、

山口県、長崎県、熊本県 

取り組んでいない 38 

北海道、青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、

福島県、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、

東京都、神奈川県、新潟県、石川県、福井県、 

山梨県、長野県、静岡県、滋賀県、兵庫県、奈良県、

和歌山県、鳥取県、島根県、岡山県、広島県、 

徳島県、香川県、愛媛県、高知県、福岡県、佐賀県、

大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県 

計 47  

 

 

図Ⅱ.1-48 広域的な連携による海岸漂着物削減等のための対策や調査状況 
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表Ⅱ.1-51 取り組みの成果、概要 (平成 28年度補助金) 

県 取り組みの成果(平成 28 年度補助金) 

富山県 

「富山県海岸漂着物対策推進協議会小矢部川流域部会」の開催 

県西部を流れる小矢部川をモデルとして、河川の上下流にわたる地域の住民、団体、事業者及び

行政等が連携協力して海岸漂着物対策を推進する「富山県海岸漂着物対策推進協議会小矢部川流

域部会」を開催（１回）し、関係機関においてそれぞれ実施した対策等について情報共有すると

ともに、今後の対策の方向性について検討を実施した。 

三重県 

海ごみサミット 2016 三重会議 

国内外から海洋ごみによる海洋汚染の現状や取り組みについての講演、報告、意見交換を実施。 

【ＵＲＬ】http://www.jean.jp/blog/2017/03/142016-1.html 

山口県 

日韓 8県市道（山口県、福岡県、佐賀県、長崎県、釜山広域市、全羅南道、慶尚南道、済州特別

自治道）による共同交流事業の一環として、5 月～7 月に日韓海峡沿岸の海岸漂着ごみ一斉清掃

を実施し、海岸の美化活動に向けた意識啓発と実践活動の促進を図った。 

※1.山口県ホームページ 

【ＵＲＬ】http://www.pref.yamaguchi.lg.jp/cms/a15700/16kaigan/h28nikkankaigan.html 

※2.日韓海峡沿岸県市道交流知事会議 

【ＵＲＬ】http://japan-korea-strait8.org/list/seisou/
 

長崎県 

韓国（釜山広域市等）と県内離島の自治体や高校生、ＮＰＯ等との交流（漂着物調査、ワークシ

ョップ）により、外国由来の漂着ごみの現状やともに発生抑制に努める必要性を認識。 

熊本県 

熊本県海岸漂着物対策推進協議会を開催し、国、県、沿岸市町村、民間団体等と連携し、発生抑

制・回収処理について連携を図った。 

 

表Ⅱ.1-52 取り組みの成果、概要 (補助金以外) 

府県 取り組みの成果(補助金以外) 

岐阜県 

三重県主催の「伊勢湾森・川・海のクリーンアップ大作戦」に当市から「クリーン小坂川」が

参加。H28.8/7 に実施し、1500 名で 550kg の不法投棄物を回収 

【ＵＲＬ】http://www.pref.mie.lg.jp/eco/isewan/000203944.htm 

岐阜県 

伊勢湾等における海岸漂着物の課題について、東海三県一市（岐阜県、愛知県、三重県及び名

古屋市）が連携して取り組んでいる。 

愛知県 

三重県、岐阜県、愛知県、名古屋市で構成する「伊勢湾総合対策協議会（事務局:三重県）」

において、クリアファイルの作成を行ったほか、東海三県の環境団体が組織する「22世紀奈

佐の浜プロジェクト委員会」の活動に参加した。 

三重県 

愛知、岐阜、三重、名古屋市で構成する「海岸漂着物対策検討会」を開催。担当者会議を 2

回、現地研修会を 2回実施。啓発活動としてクリアファイルを作成して配布。 

京都府 

全国の河川愛護団体が会し、国等関係機関の担当者も招いて「第３回川ごみサミット亀岡保津

川会議」を開催した。 

【ＵＲＬ】http://kawagomi.jp/kameoka-hozukyo/ 

大阪府 地元市及び地元住民とともに河川の清掃活動を実施。 
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(16)  補助金によって得られた具体的な効果 

各都道府県から得られた、補助金によって得られた具体的な効果についての回答を表

Ⅱ.1-53～表Ⅱ.1-54 及び図Ⅱ.1-49 にとりまとめた。 

「その他」の静岡県及び香川県では「環境教育への貢献」、京都府では「川と海の関

係等に関する市民の意識向上」に効果があったと回答している。 

 

表Ⅱ.1-53 補助金によって得られた効果（選択式、複数回答有） 

補助金によって 

得られた効果 

都道府県数 都道府県名 

美しい海岸の維持 38 

北海道、青森県、宮城県、秋田県、山形県、茨城県、 

千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、富山県、石川県、

福井県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県、京都府、 

大阪府、兵庫県、和歌山県、鳥取県、島根県、岡山県、

広島県、山口県、徳島県、香川県、愛媛県、高知県、 

福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、 

鹿児島県、沖縄県 

観光産業への貢献 29 

北海道、青森県、宮城県、秋田県、山形県、茨城県、 

千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、富山県、石川県、

福井県、静岡県、三重県、京都府、兵庫県、和歌山県、

島根県、岡山県、広島県、徳島県、愛媛県、佐賀県、 

長崎県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県 

漁業産業への貢献 29 

北海道、青森県、宮城県、秋田県、茨城県、東京都、 

新潟県、石川県、福井県、静岡県、三重県、京都府、 

大阪府、兵庫県、和歌山県、岡山県、広島県、山口県、

徳島県、香川県、愛媛県、高知県、佐賀県、長崎県、 

熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県 

沿岸住居環境の改善 25 

北海道、青森県、宮城県、秋田県、山形県、茨城県、 

千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、石川県、福井県、

静岡県、三重県、京都府、島根県、岡山県、広島県、 

徳島県、愛媛県、佐賀県、長崎県、熊本県、鹿児島県、

沖縄県 

船舶航行への貢献 19 

北海道、青森県、宮城県、茨城県、新潟県、福井県、 

静岡県、愛知県、三重県、京都府、島根県、広島県、 

徳島県、佐賀県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、

沖縄県 

その他 3 静岡県、京都府、香川県 
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図Ⅱ.1-49 補助金によって得られた効果（選択式、複数回答有） 

 

表Ⅱ.1-54 補助金によって得られた効果(その他 具体例) 

府県名 具体例 

静岡県 海ガメ保護への貢献，環境教育への貢献 

京都府 

海ごみ問題に対する内陸地域の関連性や川と海の関係・系統性に関する市

民の意識向上に大きく寄与している。 

香川県 環境教育への貢献 
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(17) 各都道府県における海岸漂着物処理推進法に基づく各種取り組み推進に当たっての

課題 

都道府県から自由回答で得られた海岸漂着物処理推進法に基づく各種取り組み推進に

当たっての課題等についてとりまとめた。 

① 課題、提案及び要望（財政以外） 

海岸漂着物処理推進法の施行の有無にかかわらず、各都道府県において、海岸漂着物

対策の推進にあたり意見が得られた課題、提案及び要望等について、表Ⅱ.1-55 に示した。 

 

表Ⅱ.1-55 課題、提案及び要望（財政以外） 

効率的な処理 ・海岸漂着物対策は、生活環境の保全や景観上の問題だけではなく、漁業への影響や船

舶航行の支障除去などでニーズは増加する一方であるが、そんな中、昨年の台風被害

時には、流木が海岸に大量に漂着し、対応に苦慮したところ。 

・効率的な事業に向けたコスト削減や有効利用の推進（いずれも決まった予算の中で回

収･処理を推進することが狙い）は今後も継続し実施するほか、29年度からは、建設･

林務部局と連携し、内陸からの流木等の発生抑制対策に向け検討を行う考えであり、

海岸漂着物の発生抑制を図りつつ、効率的な事業実施を進める。 

発生抑制・啓発

及び情報公開 

 

・漂流・漂着物の処理に係る既存の災害関連補助事業の採択基準を緩和するなど、実効

ある制度とすること。 

・海洋ごみの発生抑制に向けた効果的な普及啓発等の強化 

－河川からのごみの流出防止対策も含めた、国民運動として PR 活動の展開 

－マイクロプラスチック等の新たな課題への対策など、国際的な取り組みが必要な分

野の対応強化 

・河川から海岸に流出するゴミが多くあるため、海岸漂着物対策としての河川における

回収・処理や発生抑制対策の実施についても検討していただきたい。 

・国レベルの発生抑制対策を本腰を入れて取り組んでもらう必要がある。 

仕組み・連携 

 

・河川から流出してくるゴミが多くを占めている。特に葦や倒木等にいたっては、船舶

航行へ及ぼす影響が大きいことから、河川管理については、しっかりと対応願いたい。 

・当県は内陸県であるが、台風通過後等の琵琶湖湖岸に打ち上げられる大量のごみが問

題となっており、海岸漂着ごみの問題と共通する部分があると考えている。 

問題に携わる関係機関（国・都道府県・民間団体等）とも情報交換等を行いつつ、問

題に取り組んでいきたい 

・柔軟な執行が可能な制度設計とすること単県での取り組みでは、限界がある。特に瀬

戸内海のような閉鎖的海域では、広域的な連携が必要であると考える。県からの呼び

かけだけでなく、国が主体となった広域連携の実施を希望する。 

・漂流木の処理主体，国による費用負担を明確にするなど，適切な漂流木処理制度を確

立すること。 
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国際問題 

 

・日本海沿岸諸国に対し、廃棄物の適正処理、漂着ごみの原因の究明とその防止策、監

視体制の強化について、国において働きかけること。 

・外国や外国籍の船舶などが漂着ごみの原因者である場合、処理費用の求償などについ

て、国際的に調整する国レベルの漂着物対策調整機関を設立すること。 

・本県は海外由来のごみが大半を占め、発生源対策が困難な状況にある。国において、

近隣諸国（中国、韓国、台湾等）に対して発生源対策を要請していただくとともに、

その外交上の対応方針、状況について、丁寧に説明していただきたい。 

事例の紹介 ・環境省で実施している普及啓発・発生抑制対策関連事業がありましたら、ご紹介いた

だければ幸いです。 

・効果的な発生抑制対策の情報提供 

・河川流域の上下流に渡る幅広い地域の関係者が連携した発生抑制対策の先進事例の収

集・紹介 

・アシ、草などの自然物の漂着への対応策の検討、事例の収集、紹介 

その他 ・ボティケア商品へのマイクロビーズの使用規制を国において実施いただきたい。 

・海岸漂着物等地域対策推進事業補助金について，国への実績報告の期限が４月初旬で

あることから，年度末いっぱいまでの事業実施が困難である。報告期限を５月以降に

していただきたい。 

・特定漁具等有害物質を含む海岸漂着物の漂着状況の調査が毎年行われているところで

あるが、それにとどまらず、特定漁具等が生態系も含めた海岸環境へ及ぼす影響の度

合い、対応方針・指針を示していただきたい。 

・環境省が実施しているマイクロプラスチック調査について、沖縄近海も調査範囲に含

めるとともに、今後の対策方針・指針について示して頂きたい。 
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② 財政支援に関する要望 

海岸漂着物対策に関する国による財政支援に関する要望について、表Ⅱ.1-56 に示した。 

 

表Ⅱ.1-56 財政支援に関する要望 

恒久的、十分な額

の措置 

・昨今の異常気象により、今後も大雨被害が頻発することが予想されることから、大

雨等による大量の海岸漂着物対策に向けた恒久的な補助制度等の整備を検討いた

だきたい。 

・普及啓発・環境教育事業費については、今後も継続して行うべき重要事項であるた

め、補助率を 100％にしていただきたい。 

・地方負担が極力生じないよう制度改善 

・漂着の未然防止や漂着物の処理等に要する経費について、当初予算にて十分な財源

措置を講ずること。 

・市町からの要望も受けており、引き続き、財源確保に努めていただきたい。 

・海岸漂着物等の回収・処理及びその発生抑制に要する経費について、必要な予算を

確保するとともに、地方自治体の負担増とならないよう十分配慮すること。 

・海岸漂着物対策事業を今後も継続して実施していくために、補助金の安定的かつ十

分な予算確保をお願いしたい。 

・海岸漂着物問題は県域を越えて生ずる問題であり、被害を受けている自治体に負担

が偏ることのないよう、補助率の引き上げや地方交付税措置を講じる等、自治体の

負担を軽減する方法を検討していただきたい。 

・海岸漂着物等対策推進事業については、国の恒久的な財政措置が必要不可欠である。 

・地域計画を平成 28 年度に改定し、海岸漂着物対策により力を入れていこうと考え

ておりますので、補助制度の継続について要望させていただきます。 

・現在の地域環境保全対策費補助金の補助金額では不十分であるため、多額の県単独

での予算措置により回収・処分を行っている状況である。現行の補助金等の維持・

拡充を強く希望する。 

・例年、大雨、台風被害等により大量の流木等が海域へ流出しているため、回収処理

等に多額の予算措置が必要となることから事業費の確保に向けた予算措置をお願

いしたい。 

・海岸漂着物等の対策に要する費用について、地域環境保全対策費補助金（海岸漂着

物等地域対策推進事業費）を継続し、財政措置の維持・改善をお願いしたい。 

・海岸漂着物処理推進法に基づく海岸漂着物等対策について，同法の規定等を踏まえ，

国において全額を負担するとともに所要額を確保すること。 

・補助率が下げられる傾向にあり、自治体負担に限界がある。 
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制度の拡大 ・平成 28 年度において、国籍不明の漂流船が 7隻発見されており、突発的で予算計

上できず、その処理に係る費用負担が課題となっていることから、漂流船について

は、10/10 の補助により事業を別枠で実施することが可能となるよう要望します。 

・重点区域や災害時以外の海岸漂着物等の回収・処理について、国の補助金が使えず、

県に対する市の処理困難物撤去要請への対応が困難。 

・平成 30 年度以降も海岸漂着物等地域対策推進事業を継続していただきたい。継続

にあたっては、本県のように、首都に隣接し国民の利用が多い海岸は地域の活性化

に重要な役割を担うことから、補助率を 10 割に復元していただきたい。 

 また、本県は、東京オリンピックのセーリング競技の会場となっており、平成 30

年度からプレ大会が実施されるため、会場周辺の海岸は清掃の強化が求められてお

り、補助金額について、特段の配慮をいただきたい。 

 さらに、海岸漂着物処理推進法第 31 条に基づき、海岸漂着物等対策を推進するた

めの財政上の措置その他総合的な支援の措置を実施するため、必要な法制の整備を

早期に行っていただきたい。 

・現在実施している活動を継続することが重要であると考える。 

傭船料の削減等の効率的な事業の推進を図っているところであるが、今後、事業

規模を維持もしくは拡大するためには、国庫補助率について上げることも含めご

検討いただきたい。 

・財政規模が小さな町は、町負担金（補助裏）を捻出できず、海岸漂着物回収事業を

実施できない事例があるので、特に過疎地域や離島については全額国庫による補助

を実施するよう早急に補助金要綱を改正すべき。 

・予算配分において、前年度の実績額で配分すると、前年に大量漂着が無かった場合

充分に配分されないこととなるため、柔軟な対応を求める。 

・本年（平成 29 年）３月，当県の吹上浜に鯨６頭が漂着し、海岸管理者である県の

単独事業で、自然物として海洋投入した。（以下は、この案件ではなく、今後の発

生案件に向けての要望である。） 

 漂着した鯨はそのまま放置すれば腐敗し、海岸環境の保全に影響を与える海洋ごみ

となることは必至であることから、「地域環境保全対策費補助金交付要綱」の別表

の適用について、次の①（又は②）に該当するとして、補助対象としていただくよ

う要望する。 

①腐敗して海洋ごみになることが必至の鯨を海洋投入することは、「実質的に海

洋ごみの処理である」として、別表の「海洋ごみの回収・処理に係る事業」に該

当する。 

②腐敗して海洋ごみになることが必至の鯨を海洋投入することは、「海洋ごみの

発生抑制である」として、別表の「海洋ごみの発生の抑制に係る普及・啓発、調

査・研究、関係者間の連携・協力等の事業」の「等の事業」に該当する。 
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・海岸漂着物だけでなく、漂流物についても処理責任の明確化について検討いただき

たい。現状、海上保安庁により拾得された漂流物は、水難救護法に基づき最初に到

着した市町村へ引き渡されており、港湾をもつ市町村に過度の負担が生じている。 

 

※1 海岸漂着物等地域対策推進事業 ・・海岸漂着物処理推進法第 29条に基づき、

都道府県や市町村等が実施する、海洋ごみに関する地域計画の策定、海洋ごみの回

収・処理、発生抑制対策 に関する事業に対し、補助金による支援を実施する。補

助率は地域の実情に合わせ、離島や過疎、半島地域等において嵩上げを実施する。 
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2. 漂着ごみの回収実態調査等 

2.1  目的 

我が国における海岸漂着物等の発生の実態には未解明の部分が多く残されており、海岸漂着物

等の効果的な発生抑制のための施策を的確に企画し実施するためには、まず、海岸漂着物等の発

生の状況や原因について可能な限り把握し、施策の検討の資料として供することが必要である。 

このため、漂着ごみの回収実態を把握する目的として、全国で行われている漂着ごみの回収実

態を調査する。 

 

2.2  実施内容と調査結果 

2.2.1  調査対象データ 

本調査における調査対象データを表Ⅱ.2-1 にまとめた。海岸漂着物等地域対策推進事業のデー

タの回収量は重量または容積で報告されているが、重量または容積の一方で報告されているデータ

に対しては、これまでの検討会で定めた値を用いて重量と容積間の換算を行った後、重量・容積の

集計を行っている。重量と容積の換算値は平成 24年度事業より決定した換算値（0.17t/㎥）を用

いて、重量を換算値で割り、容積を見積っている。また、人工物・自然物の区別なく換算している。

具体例を表Ⅱ.2-2 に、都道府県別に換算によって求めた回収量の結果を表Ⅱ.2-3 に示した。なお、

本調査で用いる清掃距離は清掃した海岸ののべ距離を表している。 

表Ⅱ.2-1 調査対象データ 

調査対象データの呼称 調査方法 

① 海岸漂着物等地域対策推進事業 都道府県へのアンケート調査(平成 28 年度事業実績) 

② 民間団体による清掃活動 
（一社）JEAN が集計している国際海岸クリーンアップの実績 
（公財）環日本海環境協力センター（NPEC）が集計している海辺の漂
着物調査による回収処理実績についてアンケート調査 

③ 環境省の委託調査 本業務で実施した現地調査のデータ（都道県分） 

 

表Ⅱ.2-2 調査対象データの例 

海岸名 
回収量
（重量） 

回収量
（容積） 

人工物 
比率 
（重量） 

自然物 
比率 
（重量） 

不明 
比率 
（重量） 

人工物 
比率 
（容積） 

自然物 
比率 
（容積） 

不明 
比率 
（容積） 

 A 0.1t 0.588m3  -   -   -   -   -   - 

 B 0.2t 1.176m3  -   -   -   -   -   - 

 C 0.1t 0.588m3  -   -   -   -   -   - 

 D 0.2t 1.176m3  -   -   -   -   -   - 

 E 29.36t 119.78m3 48.0% 52.0%   - 70.0% 30.0%   - 

 F 87.0t 320.04m3 19.0% 81.0%   - 34.0% 66.0%   - 

 G 8.602t 50.6m3  -   -   - 11.3% 88.7%   - 

赤字：換算によって求めた値 
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表Ⅱ.2-3 換算によって求めた回収量内訳（都道府県別） 

No 都道府県 回収量分類 データ数 清掃距離(km) 回収量(ｔ) 回収量(㎥) 

1  北海道 

実測値 104  225  5,532  15,277  

換算値(容積） 19  87  1,224  7,198  

換算値(重量) 2  3  18  107  

合計値 125  315  6,774  22,582  

2  青森県 

実測値 106  164  1,246  6,599  

換算値(容積） 8  12  171  1,008  

合計値 114  176  1,418  7,606  

3  宮城県 

実測値 9  354  502  1,168  

換算値(容積） 1  0  74  433  

合計値 10  354  576  1,601  

4  秋田県 

実測値 28  128  574  3,747  

換算値(容積） 1  2  25  147  

合計値 29  129  599  3,894  

5  山形県 

実測値 48  37  1,384  2,761  

換算値(容積） 10  2  30  174  

合計値 58  39  1,413  2,935  

6  茨城県 

実測値 6  13  9  59  

換算値(容積） 2  17  73  431  

合計値 8  30  82  490  

7  千葉県 実測値 11  27  563  2,874  

8  東京都 

実測値 44  10  47  367  

換算値(容積） 30  15  116  680  

合計値 74  25  163  1,047  

9  神奈川県 実測値 37  132  2,565  16,543  

10  新潟県 

実測値 181  476  1,469  7,396  

換算値(重量) 1  2  0  0  

合計値 182  478  1,469  7,396  

11  富山県 

実測値 30  142  370  1,588  

換算値(容積） 2  3  26  156  

合計値 32  145  396  1,744  

12  石川県 実測値 41  68  595  3,173  

13  福井県 実測値 32  33  432  2,255  

14  静岡県 実測値 47  1,556  1,645  4,691  

15  愛知県 実測値 21  49  337  2,254  

16  三重県 

実測値 31  24  468  2,513  

換算値(容積） 2  11  1  9  

合計値 33  35  469  2,522  

17  京都府 実測値 37  89  190  1,104  

18  兵庫県 実測値 87  130  395  3,207  

19  和歌山県 実測値 9  4  129  557  

20  鳥取県 実測値 40  81  384  2,160  

21  島根県 実測値 137 191  635  4,270 

22  岡山県 

実測値 14  13  14  139  

換算値(容積） 1  4  4  24  

合計値 15  17  18  163  

23  広島県 実測値 12  20  117  1,077  

24  山口県 実測値 62  132  348  1,859  
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No 都道府県 回収量分類 データ数 清掃距離(km) 回収量(ｔ) 回収量(㎥) 

25  徳島県 実測値 8  6  101  363  

26  香川県 実測値 8  8  32  190  

27  愛媛県 実測値 2  2  4  18  

28  高知県 

実測値 15  14  223  763  

換算値(重量) 2  1  0  2  

合計値 17  15  223  765  

29  福岡県 

実測値 17  23  149  1,154  

換算値(容積） 4  47  30  175  

合計値 21  70  179  1,329  

30  佐賀県 

実測値 16  334  525  2,185  

換算値(重量) 4  4  108  634  

合計値 20  338  633  2,819  

31  長崎県 

実測値 223  335  1,935  15,985  

換算値(容積） 10  6  62  367  

合計値 233  341  1,997  16,352  

32  熊本県 実測値 51  68  239  1,058  

33  大分県 実測値 34  405  1,605  12,174  

34  宮崎県 実測値 19  37  922  7,016  

35  鹿児島県 

実測値 239  380  1,289  8,635  

換算値(容積） 43  76  826  4,859  

換算値(重量) 18  17  40  236  

合計値 300  473  2,155  13,730  

36  沖縄県 

実測値 82  329  128  1,647  

換算値(容積） 3  1  2  8  

合計値 85  329  129  1,654  

  
合計 2,051 6,347  29,931  155,471  

  
うち実測値のみの合計 29,767  123,258  

赤字：重量または容積から、換算で求めた回収量。 
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2.2.2  都道府県における回収状況等 

(1)調査方法 

環境省が都道府県から収集した事業実績(回収処理に係る契約単位毎又は個別の海岸・海域毎の

詳細なデータ)を都道府県ごとに集計し、回収量、海岸線の清掃距離を整理した。 

 

(2)平成 28 年度の回収量等 

環境省が都道府県から収集した事業実績(回収処理に係る契約単位毎又は個別の海岸・海域毎の

詳細なデータ)を都道府県ごとに集計し、回収量、海岸線の清掃距離を整理した（表Ⅱ.2-4）。また、

漂流物・海底の堆積物の回収量等を表Ⅱ.2-5 に整理した。図Ⅱ.2-1 には平成 21 年度～28 年度の

全国自治体の漂着ごみ回収量（t）と清掃距離の推移を、表Ⅱ.2-6～表Ⅱ.2-8 には都道府県別の地

域 GND 基金及び海岸漂着物等地域対策推進事業による漂着ごみ回収量等を整理した。表Ⅱ.2-9 及

び表Ⅱ.2-10 には海岸漂着物等地域対策推進事業以外で行われている清掃活動データを都道府県

別に整理した。 

海岸漂着物等地域対策推進事業で回収した漂着物の内訳について整理すると、重量ベースで約

23％、容積ベースで約 25％が人工物であった。平成 28 年度の回収量は平成 27 年度とほぼ同じで

あるが、のべ清掃距離はおよそ 2,200km 長く、約 6,300km であり、日本の総海岸線長1の 15％相当

である。平成 21 年度から平成 28 年度までの 8 年で清掃された距離を合算すると、2 万 3 千 km を

超える。地球（赤道の長さ）一周分の距離がおよそ 4万 km であるが、この 8 年間で地球半周分の

距離を清掃したという計算になる。 

 

                             
1日本の海岸線長…約 4万 km（国土交通省国土情報課国土数値情報より算出） 
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表Ⅱ.2-4 平成 28年度海岸漂着物等地域対策推進事業による漂着ごみ回収量（都道府県別） 

No 都道府県 データ数 
清掃距離 

(km) 

回収量 

(t) 

人工物 

(t) 

自然物 

(t) 

不明 

(t) 

回収量 

(㎥) 

人工物 

(㎥) 

自然物 

(㎥) 

不明 

(㎥) 

1 北海道 125 315  6,774  332  6,354  88  22,582  1,803  14,316  6,463  

2 青森県 114 176  1,418  398  948  71  7,606  1,946  5,046  614  

3 宮城県 10 354  576  207  278  92  1,601  497  509  596  

4 秋田県 29 129  599  130  469  0  3,894  897  2,849  147  

5 山形県 58 39  1,413  871  511  31  2,935  1,669  1,084  182  

6 茨城県 8 30  82  34  38  11  490  116  38  337  

7 千葉県 11 27  563  190  356  17  2,874  517  2,356  0  

8 東京都 74 25  163  33  130  1  1,048  238  433  377  

9 神奈川県 37 132  2,565  276  2,281  8  16,543  1,779  14,714  50  

10 新潟県 182 477  1,469  509  768  192  7,396  2,378  3,695  1,322  

11 富山県 32 145  396  54  320  23  1,744  169  1,521  54  

12 石川県 41 68  595  247  165  183  3,173  1,542  707  924  

13 福井県 32 33  432  192  204  36  2,255  924  1,126  205  

14 静岡県 47 1,556  1,645  206  1,288  152  4,691  570  3,627  493  

15 愛知県 21 49  337  51  284  2  2,254  440  1,795  19  

16 三重県 33 35  469  46  415  8  2,521  266  2,202  54  

17 京都府 37 89  190  67  114  9  1,104  617  435  52  

18 兵庫県 87 130  395  109  232  54  3,207  785  1,843  579  

19 和歌山県 9 4  129  5  124  0  557  50  506  0  

20 鳥取県 40 81  384  216  86  82  2,160  1,085  435  639  

21 島根県 137 191  635  375  254  7  4,270  3,049  1,187  34  

22 岡山県 15 17  18  7  11  0  162  86  46  30  

23 広島県 12 20  117  70  42  5  1,077  722  307  48  

24 山口県 62 132  348  179  166  3  1,859  809  1,000  50  

25 徳島県 8 6  101  2  97  1  363  19  337  8  

26 香川県 8 8  32  6  25  1  190  61  122  7  

27 愛媛県 2 2  4  1  3  0  18  2  15  0  

28 高知県 17 16  223  9  214  0  765  55  710  0  

29 福岡県 21 70  179  42  124  13  1,330  302  747  281  

30 佐賀県 20 338  633  78  515  40  2,819  161  1,900  758  

31 長崎県 233 340  1,997  946  1,021  30  16,352  10,923  5,104  325  

32 熊本県 51 68  239  53  133  52  1,058  324  732  3  

33 大分県 34 405  1,605  81  1,491  33  12,174  66  7,159  4,949  

34 宮崎県 19 37  922  9  912  0  7,016  78  6,938  0  

35 鹿児島県 300 473  2,155  637  1,393  124  13,729  3,016  5,813  4,900  

36 沖縄県 85 330  129  106  21  1  1,656  1,526  75  54  

合計 2,051  6,347  29,931  
6,774  21,787  1,370  

155,471  
39,486  91,432  24,553  

22.6% 72.8% 4.6% 25.4% 58.8% 15.8% 
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表Ⅱ.2-5 平成 28年度海岸漂着物等地域対策推進事業による漂流物・海底の堆積物の回収量 

（都道府県別） 

No 都道府県 
清掃 
回数 

回収量 
(t) 

人工物 
(t) 

自然物 
(t) 

不明 
(t) 

回収量 
(㎥) 

人工物 
(㎥) 

自然物 
(㎥) 

不明 
(㎥) 

人工物 
(t)比率 

人工物 
(㎥)比率 

1 北海道 48  98.3  14.5  83.6  0.1  272  11  129  132  15% 4% 

2 青森県 0  7.4  7.4  0.0  0.0  44  44  0  0  100% 100% 

3 宮城県 190  21.2  0.3  20.7  0.1  125  0  0  125  2% 0% 

4 東京都 22  4.5  4.5  0.0  0.0  44  44  0  0  99% 99% 

5 新潟県 1  3.8  3.8  0.0  0.0  30  30  0  0  100% 100% 

6 福井県 57  535.5  125.3  410.2  0.0  1,751  250  1,501  0  23% 14% 

7 静岡県 79  54.7  11.8  42.9  0.0  99  21  78  0  22% 21% 

8 愛知県 269  58.2  1.7  4.6  51.9  408  163  245  0  3% 40% 

9 三重県 212  33.6  10.1  20.2  3.4  198  0  0  198  30% 0% 

10 大阪府 608  30.8  24.6  3.1  3.1  88  70  9  9  80% 80% 

11 岡山県 10  19.8  15.6  3.9  0.3  78  44  12  21  79% 57% 

12 山口県 39  63.8  22.8  41.0  0.0  160  104  57  0  36% 65% 

13 徳島県 3  6.0  1.6  4.4  0.0  38  9  28  0  27% 24% 

14 香川県 55  29.2  8.3  6.3  14.6  143  52  39  51  28% 37% 

15 愛媛県 122  41.5  20.7  19.8  1.0  273  127  27  119  50% 46% 

16 佐賀県 18  19.2  0.1  2.4  16.7  83  1  18  64  1% 1% 

17 熊本県 16  26.3  2.6  23.7  0.0  196  20  176  0  10% 10% 

18 鹿児島県 448  105.5  10.5  24.6  70.3  868  87  202  578  10% 10% 

19 沖縄県 12  0.1  0.1  0.0  0.0  0.5  0.5  0.0  0.0  100% 100% 

合計 2,209  1,159.3  286.5  711.4  161.4  4,895 1,076  2,522  1,297  
  ※ 都道府県からの回答では、漂流物、海底の堆積物の区別なく報告されているため、回収量は漂流物、海底の堆

積物合算の値である。 
 

 

図Ⅱ.2-1 地域グリーンニューディール基金及び海岸漂着物等地域対策推進事業による漂着ごみ

回収量（t）と清掃距離（km）の推移（平成 21 年度～28年度） 

※ 海岸漂着物等地域対策推進事業による回収量は、各都道府県が回収した漂着ごみの量であって、海岸に漂着し
た全てのごみではない。  
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表Ⅱ.2-6 地域グリーンニューディール基金及び海岸漂着物等地域対策推進事業による回収量等

（平成 21～23 年度） 

No 都道府県 

2009 年度(平成 21 年度) 2010 年度(平成 22 年度) 2011 年度(平成 23 年度) 

データ 
数 

回収量
（t） 

清掃距離
（km） 

データ 
数 

回収量 
（t） 

清掃距離 
（km） 

データ 
数 

回収量 
（t） 

清掃距離 
（km） 

1  北海道 － － － 31  4,033  56  61  11,951  333  

2  青森県 34  90  67  35  938  156  65  600  214  

3  岩手県 － － － － － － － － － 

4  宮城県 － － － － － － 1  211  4  

5  秋田県 22  364  66  18  333  95  18  1,083  76  

6  山形県 17  777  28  22  559  39  37  3,185  72  

7  福島県 － － － － － － － － － 

8  茨城県 － － － － － － 3  33  2  

9  千葉県 － － － － － － 7  250  6  

10  東京都 － － － － － － － － － 

11  神奈川県 － － － 117  131  45  124  100  54  

12  新潟県 31  970  71  63  1,130  82  159  1,767  190  

13  富山県 7  203  42  47  215  97  91  1,894  138  

14  石川県 1  2  3  14  474  36  29  1,319  103  

15  福井県 3  1,621  1  6  39  9  35  2,270  33  

16  静岡県 － － － － － － － － － 

17  愛知県 － － － 4  66  3  7  178  11  

18  三重県 14  24  15  56  32  61  22  680  13  

19  京都府 16  424  9  32  135  27  27  253  16  

20  大阪府 2  1  4  1  1  5  1  1  1  

21  兵庫県 63  422  71  334  637  744  352  3,940  462  

22  和歌山県 5  145  1  7  171  2  22  751  7  

23  鳥取県 － － － 120  221  305  0  0  0  

24  島根県 1  1  4  3  167  1  62  1,743  29  

25  岡山県 － － － － － － － － － 

26  広島県 － － － － － － － － － 

27  山口県 24  127  15  48  249  60  121  275  166  

28  徳島県 5  29  8  8  58  13  4  50  3  

29  香川県 13  74  9  42  53  27  101  1,715  87  

30  愛媛県 － － － － －－ 9  238  19  － 

31  高知県 14  1,972  30  19  2,037  31  33  240  40  

32  福岡県 6  46  4  10  66  176  15  424  64  

33  佐賀県 2  0  4  11  558  47  4  357  30  

34  長崎県 22  108  65  81  512  215  109  4,561  188  

35  熊本県 11  49  16  30  138  20  40  210  50  

36  大分県 － － － 1  13  1  7  65  14  

37  宮崎県 2  371  13  2  51  0  9  788  24  

38  鹿児島県 20  851  108  58  1,077  346  94  1,021  339  

39  沖縄県 － － － 4  143  15  274  801  178  

  計 335  8,671  655  1,224  14,238  2,714  1,943  42,956  2,964  

  

  



 

II -88 

 

表Ⅱ.2-7 地域グリーンニューディール基金及び海岸漂着物等地域対策推進事業による回収量等

（平成 24～26 年度） 

No 都道府県 

2012 年度(平成 24 年度) 2013 年度(平成 25 年度) 2014 年度(平成 26 年度) 

データ 

数 

回収量 

（t） 

清掃距離 

（km） 

データ 

数 

回収量 

（t） 

清掃距離 

（km） 

データ 

数 

清掃 

回数 

回収量 

（t） 

清掃距離 

（km） 

1  北海道 29  7,552  98  46  10,717  195  154  367  11,259  525  

2  青森県 － － － 26  482  34  102  378  1,041  160  

3  岩手県 － － － － － － － － － － 

4  宮城県 － － － － － － － － － － 

5  秋田県 － － － 13  494  75  12  43  378  38  

6  山形県 29  941  54  32  1,253  20  48  189  2,092  31  

7  福島県 － － － － － － － － － － 

8  茨城県 － － － 6  178  8  － － － － 

9  千葉県 － － － 10  1,013  6  6  8  1,111  7  

10  東京都 － － － 3  11  5  43  62  142  15  

11  神奈川県 － － － 246  2,536  172  449  3,022  4,315  248  

12  新潟県 44  223  72  90  1,844  141  164  234  1,819  428  

13  富山県 － － － 26  1,453  44  41  186  810  64  

14  石川県 － － － 44  1,350  74  48  79  1,271  86  

15  福井県 － － － 22  825  23  28  1,033  703  29  

16  静岡県 － － － － － － － － － － 

17  愛知県 － － － 15  360  26  23  508  481  56  

18  三重県 － － － 32  1,566  55  43  90  3,074  44  

19  京都府 － － － 29  371  19  30  44  351  20  

20  大阪府 － － － - - - － － － － 

21  兵庫県 － － － 64  549  55  83  234  1,062  147  

22  和歌山県 － － － 8  298  7  15  19  644  15  

23  鳥取県 － － － 45  976  57  52  478  487  59  

24  島根県 11  234  2  47  4,666  61  99  368  2,102  98  

25  岡山県 － － － － － － － － － － 

26  広島県 － － － － － － － － － － 

27  山口県 72  102  120  40  326  130  59  331  328  147  

28  徳島県 － － － 2  13  0  26  61  1,543  27  

29  香川県 － － － 22  263  17  56  271  411  34  

30  愛媛県 － － 5  33  4    5  15  56  3  

31  高知県 － － － 8  257  12  7  7  98  6  

32  福岡県 － － － 20  157  21  16  337  159  74  

33  佐賀県 － － － 10  264  14  12  19  156  24  

34  長崎県 26  235  26  240  3,601  289  265  553  3,014  326  

35  熊本県 － － － 14  209  23  － － － － 

36  大分県 － － － 5  187  4  62  1,110  1,074  88  

37  宮崎県 － － － 5  241  35  30  149  1,190  18  

38  鹿児島県 － － － 185  1,183  344  － － － － 

39  沖縄県 48  567  156  135  578  76  253  415  743  191  

  計 259  9,854  528  1,495  38,254  2,048  2,231  10,610  41,913  3,009  
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表Ⅱ.2-8 地域グリーンニューディール基金及び海岸漂着物等地域対策推進事業による回収量等

（平成 27～28 年度） 

No 都道府県 

2015 年度(平成 27 年度) 2016 年度(平成 28 年度) 

データ 

数 

清掃 

回数 

回収量 

（t） 

清掃距離 

（km） 

データ 

数 

清掃 

回数 

回収量 

（t） 

清掃距離 

（km） 

1  北海道 94  234  4,897  390  125  281  6,774  315  

2  青森県 107  331  939  178  114  376  1,418  176  

3  岩手県 - - - - - - - - 

4  宮城県 7  234  382  27  10  151  576  354  

5  秋田県 12  32  244  29  29  255  599  129  

6  山形県 57  177  1,315  42  58  172  1,413  39  

7  福島県 - - - - - - - - 

8  茨城県 3  14  33  9  8  49  82  30  

9  千葉県 6  6  355  11  11  11  563  27  

10  東京都 68  202  138  25  74  236  163  25  

11  神奈川県 36  3,116  4,714  205  37  3,205  2,565  132  

12  新潟県 141  291  1,581  422  182  365  1,469  477  

13  富山県 41  191  578  86  32  116  396  145  

14  石川県 42  54  712  81  41  46  595  68  

15  福井県 27  120  500  36  32  67  432  33  

16  静岡県 46  922  1,887  108  47  921  1,645  1,556  

17  愛知県 19  661  302  47  21  594  337  49  

18  三重県 37  125  511  35  33  79  469  35  

19  京都府 27  77  169  33  37  149  190  89  

20  大阪府 - - - - - - - - 

21  兵庫県 89  227  704  135  87  364  395  130  

22  和歌山県 14  14  323  14  9  11  129  4  

23  鳥取県 56  380  396  86  40  441  384  81  

24  島根県 137  268  1,105  156  137  390  635  191  

25  岡山県 11  19  26  11  15  20  18  17  

26  広島県 - - - - 12  159  117  20  

27  山口県 66  250  622  224  62  429  348  132  

28  徳島県 10  20  1,093  13  8  73  101  6  

29  香川県 14  92  32  8  8  43  32  8  

30  愛媛県 1  7  2  1  2  11  4  2  

31  高知県 10  15  393  510  17  17  223  16  

32  福岡県 13  320  91  58  21  384  179  70  

33  佐賀県 13  35  140  18  20  35  633  338  

34  長崎県 262  443  2,092  480  233  663  1,997  340  

35  熊本県 36  411  360  46  51  410  239  68  

36  大分県 15  414  500  38  34  364  1,605  405  

37  宮崎県 6  6  100  4  19  83  922  37  

38  鹿児島県 342  4,839  1,778  505  300  4,446  2,155  473  

39  沖縄県 100  162  185  64  85  369  129  330  

  計 1,965  14,709  29,198  4,132  2,051  15,785  29,931  6,347  
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 表Ⅱ.2-9 都道府県及び市町村が実施又は把握している清掃活動のデータの経年変化 

（平成 22～24 年度） 

No 都道府県名 

2010 年度(平成 22 年度) 2011 年度(平成 23 年度) 2012 年度(平成 24 年度) 

データ
数 

回収量
(t) 

清掃距離
(km) 

データ
数 

回収量
(t) 

清掃距離
(km) 

データ
数 

回収量
(t) 

清掃距離
(km) 

1  北海道 123  488  278  130  570  277  141  381  266  

2  青森県 22  42  43  67  174  142  48  115  61  

4  宮城県 － － － － － － － － － 

5  秋田県 49  142  78  20  19  42  7  32  11  

6  山形県 19  16  23  18  14  13  3  1  3  

8  茨城県 38  43  27  31  99  40  15  15  17  

12  千葉県 27  176  60  72  181  436  17  110  48  

13  東京都 － － － 7  6  4  3  0  3  

14  神奈川県 34  31  33  56  1,225  57  27  142  34  

15  新潟県 60  251  165  33  287  49  26  120  27  

16  富山県 71  67  29  31  910  42  26  232  14  

17  石川県 13  238  40  18  173  58  65  150  97  

18  福井県 19  383  77  9  95  32  18  90  9  

22  静岡県 40  210  97  45  292  103  29  284  70  

23  愛知県 10  17  8  74  95  406  51  306  157  

24  三重県 30  503  18  24  83  18  17  32  23  

26  京都府 12  48  23  15  1,119  30  7  74  10  

27  大阪府 9  8  5  5  4  5  5  5  5  

28  兵庫県 27  284  33  126  1,287  103  32  59  24  

30  和歌山県 34  58  33  52  235  106  49  297  48  

31  鳥取県 91  197  40  94  348  195  10  29  23  

32  島根県 7  130  15  61  185  55  66  105  46  

33  岡山県 13  36  28  26  31  47  7  5  8  

34  広島県 21  48  24  36  35  91  35  54  46  

35  山口県 59  143  63  98  139  82  86  193  75  

36  徳島県 － － － 1  14  0  9  13  6  

37  香川県 58  99  29  17  98  74  83  207  49  

38  愛媛県 35  90  27  26  54  28  21  74  22  

39  高知県 31  39  87  36  56  53  37  37  50  

40  福岡県 34  1,203  71  45  1,330  78  61  3,839  102  

41  佐賀県 73  359  65  15  33  48  19  50  30  

42  長崎県 32  35  53  111  318  178  93  313  126  

43  熊本県 58  297  42  78  286  183  27  68  42  

44  大分県 28  45  85  89  81  131  45  83  100  

45  宮崎県 46  30  41  49  65  51  32  58  34  

46  鹿児島県 156  491  233  99  366  179  155  157  124  

47  沖縄県 22  58  23  29  64  38  20  78  25  

  合計 1,401  6,305  1,993  1,743  10,372  3,474  1,392  7,807  1,832  
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表Ⅱ.2-10 都道府県及び市町村が実施又は把握している清掃活動のデータの経年変化 

（平成 25～28 年度）（平成 25年度以降は海岸漂着物等地域対策推進事業を除く） 

No 都道府県名 
2013 年度(平成 25 年度) 2014 年度(平成 26 年度) 2015 年度(平成 27 年度) 2016 年度(平成 28 年度) 

データ数 回収量(t) データ数 回収量(t) データ数 回収量(t) データ数 回収量(t) 

1  北海道 1  85  － － 2  0  － － 

2  青森県 103  530  25 189 － － － － 

4  宮城県 － － － － 267  426  47  646  

5  秋田県 － － － － － － － － 

6  山形県 － － － － － － － － 

8  茨城県 － － － － － － － － 

12  千葉県 1,515  281  1755 195 1,213  221  1,213  207  

13  東京都 － － － － － － － － 

14  神奈川県 5  0  － － － － － － 

15  新潟県 295  176  64 64 226 166  195  60  

16  富山県 － － － － － － 12  11  

17  石川県 28  385  20 224 18 183  12  176  

18  福井県 181  44  155 3,918 － － 25  123  

22  静岡県 21  0  － － 6  33  6  47  

23  愛知県 1,083  400  1433 137 29 16  6  23  

24  三重県 118  1,212  57 200 9 435  15  48  

26  京都府 56  321  7 1 9 68  36  152  

27  大阪府 12  129  4 4 347 6  408  3  

28  兵庫県 － － － － － － － － 

30  和歌山県 409  831  331 311 299 167  269  179  

31  鳥取県 － － － － － － － － 

32  島根県 5  158  89 142 268 86  227  19  

33  岡山県 － － 28 0 62 11  64  0  

34  広島県 118  238  108 182 99 211  153  124  

35  山口県 35  63  10 24 － － 17  23  

36  徳島県 － － 2 66 7 － 1  2  

37  香川県 333  435  380 421 284 400  267  536  

38  愛媛県 74  310  94 255 － － 176  81  

39  高知県 － － － － 6  281  － － 

40  福岡県 304  207  302 1,183 303 1,140  90  995  

41  佐賀県 － － － － － － 1  0  

42  長崎県 － － － － － － － － 

43  熊本県 12  540  10 89 7 8  － － 

44  大分県 11  9  3 16 14 9  9  20  

45  宮崎県 － － 25 0 11 9  － － 

46  鹿児島県 17  32  3 8 49 9  31  8  

47  沖縄県 128  49  25 0 287 104  227  69  

  合計 4,864  6,433  4,930  7,629  3,822  3,991 3,507  3,551  

 

(3)発生抑制対策 

海岸漂着物等地域対策推進事業によって都道府県が実施した発生抑制対策の費用を表Ⅱ.2-11 に

整理した。総事業費はおよそ 1億 5千万円であった。 
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